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制度の管理規準の一覧表が， ApendiceEstadisticoとともに載せられている。
略号一覧
EPA : Encuesta poblaci6n activa. 労働力調査
INE : Instituto Nacional de Estadistica. 国民統計協会
MPOU : Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
RENFE : Red Nacional de Ferrocaliles Espafioles. スペイン国有鉄道
SEOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Ambito Nacional. 
全国建設企業連盟
UNESA: Unidad Electrica, S. A. ウニダー電力株式会社
なお，（ 〕は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
2. 2需要
民間消費の衰退と投資全体の後退によって， 1981年に総需要の伸びはたった0.3彩にと
どまった。 この増加率は， もし内需の1.7彩の低下が外国部門の積極的な貢献でもって埋
め合わされていなかったなら，前年の実績とは対照的にマイナスになっていたであろう。
1981年における内需の推移は，民間消費の後退に左右されていた。家計の実質可処分所
得があらたに低下して，消費者のがわで，貯蓄率の維持に表明されたますます慎重な態度
が採られたために， 81年に民間実質消費は1.1彩減少した。他方，公共消費の伸び率も，
その年に鈍化した。というのは，政府部門の⑪す・サービスの）純購入の増加率が大幅に
低下し，また公共（部門での）雇用増がより緩やかになったからである。総資本形成の増加
率は， 1981年にふたたびマイナスになったが，そのおおかたの原因は，完成品の在庫が著
しく取り崩された点に求められる。建設（投資）需要もまた1981年に減少したが，しかしこ
の低下は， 1980年に観察されたものよりかなりましであった。通信・エネルギー・鉄道の
分野で重要な（投資）計画が策定され；また若干の部門で労働力やエネルギーの利用面での
合理化が行われた結果，プラント投資は1981年に5彩増加した。
内需が低下したために， 1981年にスペイン経済を成長させるうえで，外国部門の貢献が
決定的となった。 IMFの統計によれば財貨の輸出は，ヨーロッパ諸国全体の輸出の伸び
を約5ボイント上回る 7.6彩の率で増加した。そして，観光（収入）の回復や輸入の低下
とも相まって， 0悼且部門は） 1981年に総需要の伸びにたいして約2.1ボイント寄与したの
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である。
2. 2.1 国内需要
民間消費の低下は1981年第I四半期および第皿四半期に底を打ったように思われる。 5
月以降，弱いけれども立ち直りの兆しが見え始め．それは8月まで持続された。この8月
に再び民間消費は衰退したが，同年第1V四半期頃にはわずかながら回復した。実際，消費
財の生産指数は81年に 3.5彩下がったのであるが，こうした低下は， 同年第I四半期と第
Il四半期によりひどかった。この生産の低下は，もし食料・飲料・たばこの生産のプラス
の伸び〔率〕―これは，その年の大きな観光の伸びの影響をかなり反映している一ーが
なかったら，さらに一層激しかったであろう。食料品を除いた消費財とくに耐久消費財の
生産は，その年をつうじて一一第1V四半期に回復し始めたとはいえーー大きく後退した。
民間消費の数量指標，たとえば乗用車の新規登録台数や大規模店舗の実質売上高もまた，
1980年の実績を下回る変化率を記録した。（実態調査などの）質的情報も同様に， 1981年
の民間消費支出は前年よりも小さかったことを示唆している。しかしながら，受注残高や
生産予測は，数量指標の推移とも符合しつつ， 1981年第1V四半期頃に好転した。
民間消費の諸指標の悪化は家計可処分所得の後退を反映している。家計の実質可処分所
得は1979年に0.9彩上昇した後に， 1980年に0.7彩低下し， 1981年にはさらに 1.3彩落ち込
んだものと推定されている。①実質賃金があらたに鈍化し，③雇用の減少が—そのテン
・ボは，前年よりましであったものの一持続し，そして③農業の収穫が不作であったこと
が，こうした推移をもたらすうえで最も大きな要因であった。さらに，新しい労働協約の
改定が同年上半期をつうじて延び延びになったために，その年の第I四半期頃に家計の実
質所得としたがってまた民間消費は押し下げられたのである。家計の所得減を緩和しよう
として， 198i年に社会保障給付の伸び率は前年に観察された高い水準に維持された。 こ
のような推移は，失業給付のもつ重要性のほかに，早期退職者の大幅増に関連する年金受
給者数の急増を反映している。適切な統計が不足しているために，解雇や早期退職に伴う
企業の支払額が． どれだけ家計所得にたいして寄与したかは数量化できないけれども，
1981年におけるこの影響もまた大きかったように思える。
1981年に直接税は可処分所得にたいして前年よりずっと軽微なマイナスの影響を与えた
ものと推測される。家計の所得税と資産税の伸び率は， 1980年の34.2彩に対して1981年に
は10.8彩にとどまったからである。 1981年1月に新しい予算が執行されるとともに，源泉
130 
スペイン経済： 1981年（下）ー スーペイン銀行「年次報告」より一―-(楠） 1163 
2-22表民間消費にかんする主な指標
一季節調整値— 成長率，彩
1980 1981 
19801,., 第 1第 ・1第 ml第 rv--・-・-・--
四半期四半期四半期四半期 ・一、ー・ . . ー・ ． .~ ヽー・
. --― 
数量指標（成長率〕
闇闊開的 1.1 -1.1 . . . . . . . . 
乗登用車録台の新数規 -7.5 -11.9 -38.0 0.8 25.1 101. 8 -73.9 23.7 -19.8 92.9 
大規実模質店売舗上高の＊ 7.6 0. 7 23.8 -18.1 7.6 17.2 -15.1 7.4 13.5 -7.8 
工業生産 1.1 -3.5 17. 7 -22.2 7.4 -0.6 -5.4 1. 4 -16.9 9.2 
食料品 0.6 4.0 -1.9 0.3 4.4 -4.5 10.4 4.3 0.6 14.6 
そ消の他費財の 1.3 -6.8 17.0 -22.1 7.3 -0.6 -5.3 1. 5 -17.0 9.2 
企る業指実標態〔調a査)によ
稼働率〔b〕 80 78 81 79 79 79 80 77 77 78 
受注残高 -50 -47 -43 -53 -49 5ー3 -50 -50 -44 -41 
生産予測 -6 ゜-7 -9 -3 -4 -6 -9 8 6 保受期注証間残さ〔高れc〕にた労よ働り 50 46 45 48 54 51 49 49 42 45 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica, Ministerio de Industria y Energia 
および Bancode Espafia. 
a〕（受注残高などが濯5い」・「低い」という）逆の符号をもった回答比率彩の差。
b〕〔絶対〕比率。
c〕日数。
＊）消費者物価指数 CPIでデフレー ト。
徴収率が引き下げられたので，その年をつうじて家計の可処分所得にある程度のテコ入れ
がなされた。 さらに約250億ペセタと推定される個人所得税の払戻しはおそらく， 12月に
民間消費を一ー通常，その月に観察される季節的な剌激以上に一一若干引き上げたであろ
う。
家計の実質可処分所得が低下したうえに経済情勢が厳しくなったために，消費者側の態
度はあらためて慎重になったように思えるが，このことはまた民間消費にマイナスの影響
を与えた。実際， 1981年に家計の貯蓄率は可処分所得の7.1彩に維持されたのである。こ
うした推移は，家計が貯蓄率を著しく低下させても消費水準を維持しようとした数年来の
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それとは対照的である。 2-14図から分かるように，石油の第一次高騰と多少とも符合~し
つつ家計の貯蓄率は， 1975年からほとんど中断することなく低下した反面，民間消費はこ
の75年から81年までの期間，毎年プラスの実質増加率を維持したのである。実質可処分所
得が後退したにもかかわらず，家計が81年まで民間消費のプラスの伸び率を維持できたの
は， 2-14図と 2-23表で示されているように，消費構造の再調整がそれに伴っていたか
らである。 自動車の購入やそのほかの基本的に耐久消費財からなる消費支出〔サービス
を除く〕は，家計の可処分所得に占める比率を1978年~Bl年期に低下させた。同時に，必
需品〔食料，衣料，履物，エネルギー，そして家賃〕とサービスの消費は，エネルギー価
格上昇の影響が住宅費や輸送費に目立ち始めた1980年ないし81年までは，可処分所得の推
移に比べると相対的に安定して維持されていたのである。
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2-14図家計可処分所得の使途
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1981年に公共消費は，前年よりかなり低い2彩の率で増加した。こうした抑制は，公務
員の報酬ならびに（財・サービス）純購入の伸び率がともに鈍化したことに起因していた。
人員の拡充は， 1980年の3.5彩に対して81年には 1.7,%に抑えられた。それにもかかわら
ず，民間部門における雇用者（賃金労働者）数の4.4彩の減少に比較すると，公共部門は
依然として1981年にスペイン経済で最もダイナミックなひとつの要因であった。ボストの
格上げおよび臨時雇いや定時雇用者の公務員への登用のテンボが非常に抑えられたうえに
人員拡充がたいへん控えめだったので，人件費の名目増は17.1%にとどまった。政府部門
の財・サービスの純購入は， 1981年に際立って鈍化し， 名目増加率は7.6彩になった。こ
うした推移は，それらの販売が大きく加速し，購入が抑制されたことによるものである。
完成品在庫が著しく減少し，また建設業の低迷が続いたために，総資本形成は1981年に
5.9彩落ち込んだ。こうした低下は， 8.9彩減った民間投資に集中していたが，それは1980
年に観察された1.4彩増とは際立った対照をなしている。逆に，公共投資は実質で24.2彩
増加した〔その大部分は建設投資に対応している〕が，これは， 1980年に見られた伸び率
に比べて強い加速化を示している。
この数年来の傾向にしたがって，建設投資は1981年にも0.5,%減少した。 しかしながら
こうした低下は，公共事業のための公式契約と「住宅3カ年計画」に関連する契約の加速
的な増加に結びついた，その年における重要な回復を覆い隠している。従来と同じように
2-24表総資本形成
単位： l(){Aぽペセタ
実質成長率〔1980年価格で表示〕
1980 I 1981 1980 I 1981 
I. 総固定資本形成 2,848.7 2,890.7 -1.0 1.5 
1. 建設 1. 826. 2 1,817.1 -6.0 -0.5 
2. プラント 1,022.5 1,073.6 9.1 5.0 
2.1 国内生産 992.3 1,072.7 2.9 8.1 
2.2輸入 415.7 400.7 11.0 -3.6 
2.3 輸出〔一〕 385.5 399.8 -8.5 3.7 
直．在庫変動 269.0 42.6 40.1 -84.2 
直．総資本形成〔I+直〕 3,111.7 2,933.3 1.6 -5.9 
IV. 公共投資 278.8 346.3 4.0 24.2 
v. 民間投資 2,838.9 2,587.0 1.4 -8.9 
出所） Banco de Espana. 
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％という依然として1981年の建設投資需要は， 1980年の実績よりもいくらかましだが16.8
高いコスト上昇率の影響をうけた。こうした値上がりは，その製造過程でエネルギーを多
く含んでいる建設資材価格の大幅な上昇を反映している。「住宅3カ年計画」で供与され
る融資の優先的な条件にもかかわらず，公的助成付き住宅の建設需要は，予想通りには展
開されなかった。助成付き住宅建設も自由な（助成なし）住宅建設も，購買者の慎重な態—
度によって影響されていたように思える〔この点は，民間消費の減少に関連してすでに指
摘した〕。最も重要なこうした要因のほかに，住宅需要は高い建築コストや融資条件ー一
2-25表 固定資本投資にかんする指標〔季節調整値〕
一建設（投資）を除＜一
成長率，彩
1~-119811貫滋喜」こ贔晶1贔贔~,i¥晶贔晶
数量指標⑮反長率〕
工業生産 I 
金イ昂フ装ー類置・ボ
2.91 
0.7 
0.0 16.2 1 -4.0 -1.87 1 36.38 1 7.27 , 9.8 l, 15.9-31.9 
1. 6 -5. 2. 6 27. 39. -30. 12. -15. 3 10. 3 
罰バイ評を除牙く］ -0.6 -1.7 -6.7 _-6.4-20.4 7 35.41-11.~-•-~ 16. 叫一切.3
5.1 14. 0 38. 3 3.1 8. 18. 01 28. 51 21. 71 32. 61-47. 9 
企よ業る指実態標調）査 （に
稼働率〔a〕 75 79 74 77 72 78 79 79 79 81 
工〔業b〕生産予測 -7 2 -7 -11 -6 -6 1 -2 -1 8 
受注残高 (b〕 -54 -44 -57 -56 -49 -53 -48 -46 -44 -38 
受保期注証間残さ〔高れcたに〕労よ働りI 1231 1471 121 161 1281 1271 1541 141 1521 139 
工す〔業るb投一〕般資的に期か待んI 41 91 -11 11 -21 91 1 171 11 5. 
出所〕 Instituto Nacional de EstadisticaとMinisteriode lndustria y Energia. 
a〕〔絶対〕比率。
b〕（受注残高などが「高い」・・「低い」という）逆の符号をもった回答比率彩の差。
c〕日数。
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これは，助成された分野については「住宅3カ年計画」のお蔭で改善されたとはいえ，購
買者には依然として厳しすぎるものと判断された—―—からも影響を受けた。
プラント投資は1981年に5彩増加したが，これは1980年に比べると大幅な鈍化を意味し
ている。手元の指標によれば，その増加は1980年と同じように，一般機械とその他の設備
機材の購入に集中していたことが分かる。しかしながら，前年の経験とは対照的に，こう
した需要の大部分は国内生産をつうじて賄われたように思われる。具体的に言うと， 1981
年に投資財の生産は，前年の2.9彩増に対して8.1彩も上昇した。しかも1981年におけるこ
うした増加の一部は，輸出に向けられた点を指摘しておかねばならない。①生産の推移と
2-15図 諸相対価格，投資，雇用
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輸出との調和， ②投資財工業の生産能力の稼働率， そして⑧投資にたいする期待は，ぃ
ずれも1980年に比べて改善された。とはいえ， 1981年をつうじて観察された投資財工業の
回復は，同年第w四半期頃に衰退しはじめたように思える。
1981年における投資財生産急増の一部は，輸入投資財の需要減に関連していたようだ。
1981年のペセタの為替ルートの減価に起因する輸入財の高騰によって，プラント投資需要
を国産品のほうへ振り替えるのに必要な剌激がもたらされた。
プラント投資は，すでに1980年がそうであったように，エネルギーと通信の分野での大
規模プロジェクトや，スペイン国有鉄道 RENFEの投資計画に大いに関連していた。 こ
れらの公共ないし半公共プロジェクトを別にすると，プラント投資はわずかで， しかもそ
の大部分は，①エネルギー節約や，③生産プロセスにおける石油代替，ならびに⑧生産諸
要素の相対コストに見られた変動に対応する，資本による労働代替を目指したものであっ
たと思われる〔2-15図をみよ〕。 198吟三から81年にかけて槻察されたプラント投資の伸
2-26表完成品在庫〔季節調整値〕しーri 四半期平均
1980 1981 1第四半期1Il9l8第四0半期ml第四半期1V第四半期1第四半期Il19l8第四1半期ml第四半IV期
率在済庫計〕算投資によ〔国る成民経長 40.1 -84.2 ． ． . ． . ． ． . 
企よ業る指実標態調）査〔a（〕に
工業品全体 21 21 15 24 23 22 22 24 20 18 
消費財 24 25 18 28 28 27 25 27 26 23 
中間財 27 24 20 30 29 27 24 28 21 22 
投資財 1 4 -3 4 -1 3 6 7 4 -1 
バルセロナ
議〔所bに)よる 査
・完成品 1.53 1.58 1.47 1.55 1.55 1. 56 1.59 1. 59 1. 58 1.56 
原材料 1.39 1.37 1.35 1.39 1.41 1.40 1.-37 1.38 1.38 1.35 
出所〕 INE, Ministerio de lndustria y Energia, Camara de Comercio de Barce-
Ionaおよび Bancode Espafia. 
a〕在庫が「通常以上」という回答比率彩と，「通常以下」プラス「ストック無し」
という回答比率彩との差。
b〕当該在庫を生産するのに必要な平均月数。
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び率の低下は，①その時期に生じた企業マージンの圧縮，③金融コストの高騰，そして⑧
スペイン経済で1980年~81年にあらたな後退の影響が見られた後，その経済の将来の成長
にかんして不確実性が生じた点と，おそらく関連しているであろう。
1980年に大幅な在庫蓄積が記録された後に， 1981年にはこの資本蓄積の項目に際立った
低下が見られた。在庫変動は，総需要にたいしてマイナス1.5彩ボイント前後の寄与度を
有したと推定されている。そうした低下は， 1980年の豊作の後に累増していた農産物在庫
の大幅な減少を一部反映している。また，世界的物価上昇のあらたな波を予期したり， 81
年第I四半期頃のペセタの為替レートの減価を予測して， 80年に積み増されていた輸入財
の在庫も減少した。 19,81年に国産工業製品の在庫も前年に比べて低下したが，同年をつう
じてその動向にはもらがあった。この在庫はその年の上半期に伸びたとはいえ，同じ時期
に需要圧力が弱まったのを考慮して企業は，下半期にはその新しい状況に生産水準を調整
し，また在庫の削減をつうじて需要のニーズの大半を賄ったように思える。最後に， 1981
年にスペインや外国において維持された高利子率は，その時期をつうじて在庫（水準）を
低くさせたひとつの誘因であった。
2.2.2 外国需要
1981年に財・サービスの名目輸出は，前年の実績に比べて28.1彩増加した。その実質の
伸びもかなり高くて8.1彩であり，輸出デフレーターは 18.5彩の上昇率を記録した。財・
サービス輸入の名目増加率は23.3彩であったが， しかし実質増加率はマイナス 4.7形で，
輸入デフレーターは29.4彩上昇した〔1〕。
純外国需要（経常海外余剰）のGDP成長への寄与度は， 1980年にマイナスの0.4%ボ
イントであったが， 1981年にはプラスに転じ2.1%ボイントになった。こうした差異は，
一つひとつコメントする価値のある，外国需要のいろいろな項目の非常に異なった動きに
1〕商品貿易にかんする上記の数値は， 1979年と80年に提起されたある会計（処理）上の
諸問題を手直しした税関のデータによっている。 1982年3月のスペイン銀行の「経済
報告」には，こうした手直しの詳しい分析が載っている。その手直しは一ースペイン
銀行が以前から主張してきたように一―—もし実行しなければ，スペイン経済の外国部
門にかんする分析を実質的に困難にするものである。後ほど示される税関の数値は，
時系列が均質になるように，すべて修正されている。
この手直しを実行するにあたって提供された情報と協力にたいして，税関庁， IN 
Eの国民所得勘定（調査）班，そして経済商業省に謝意を表明しなければならない。
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2-27表商品貿易の推移
単位： 1暉筐ペセタ，彩
誓
1979 1980 1981 
1979 1980 1981 
上輝I下半期 上半期1下半期下半期
貿易額表〔陸ホ価〕
総輸出額 990.6 1,192.0 1,474.4 1,888.4 625.2 713.4 761.1 839.4 1,049.0 
，，変化率 29.2 20.3 23. 7 28.1 10.3 14.1 ・6. 7 10.3 25.0 
総輸入額 1,430.7 1,712.1 2,419.7 2,970.4 941. 3 1,170.9 1,248.8 1,434.4 1,536.0 
＇，変化率 6.0 19.7 41. 3 22.8 22.1 24.4 6.7 14.9, 7.1 
エ輸ネ入ル額ギー 406.2 517.4 930.7 1,258.8 320.4 426.4 504.3 638.9 619.9 
”変化率 6.1 27.4 79.9 35.2 62.5 33.1 18.3 26.7 -3.0 
非一輸エ入ネ額ルギ 1,024.5 1. 194. 7 1,488.9 1,711.6 620.9 744.4 744.5 795.5 916.1 
II 変化率 6.0 16.6 24.6 15.0 8.2 19.9 0.0 6.8 15.2 
単価の変化率
総輸出 14.3 5.4 19.7 19.0 9.1 7.2 13.9 8.4 7.1 
｀総輸入 7.3 5.9 37.5 30.6 13.6 21. 3 14.9 18.2 6. 7 
エ輸ネ入ルギー 6.7 11.1 7. 7 41.4 34.2 44.6 . 17.0 24.3 12.8 
非エ一輸ネ入ルギ 8.0 3.8 20.5 23.2 6.0 11.6 1. 7 12.4 7.3 
変翡化率星嘉翠唇
総輸出 13.0 14.2 3.3 7.6 1.1 6.4 -6.3 1. 7 16.7 
総輸入 -1.2 13.0 2.8 -6.0 7.5 2.6 -7.2 -2.8 0.4 
エ輸ネ入ルギー -0.6 14.6 1. 2 -4.4 21.1 -7.9 1.1 1. 9 ―・14.0 
非一エ輸ネ入ルギ -1.9 12.3 3.4 -6.7 2.1 7.5 -10.5 -4.9 7.4 
出所〕 Direcci6n General de Aduanas, Ministerio de Economia y Comercioぉ
よび（スペイン銀行）独自の作成による。
a J 1978年の変化率は， 1~77年のそれと同質な数値を用いて計算されている。
起因している。
2-27表には， この4年間の商品貿易の推移にかんする税関庁による情報が載ってい
る。 197吟'a, 1979年，そして1980年の数値は，前に指摘したように， 1981年の数値と均質
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にするために手直しされている〔1〕。
この数年来の外国貿易にかんする諸単価指数は，スペインの関税率に―-EECのそれ
と適合させるために一一実施された諸変更に起因する多数の問題から影響を受けている。
1978年と7酵Fについては経済商業省の専門事務局が作成した指数による情報が用いられて
いる。 1980と81年については，外国貿易（輸出入）デフレーターとそれらを左右するいく
つかの要因にかんして利用可能なすべてのデーター~すなわち，公表された諸指数，国際
市場における諸輸出価格，国内インフレ率，そして替為レートの推移一ーが詳しく分析さ
れた。こうした分析の結果， この2年間の非エネルギー輸出・輸入デフレーターが得ら
れ，またエネルギー輸入デフレーターは直接，税関のデータから計算・された。
言うまでもなく，推計された数値は一一時価表示額についても単価指数についても一一
暫定的であり，より適切な統計分析の成果によるいかなる修正にも応じるものである。最
後に，上述したすべての問題の故に，より細分化された時系列を得ることは不可能であっ
た一ーそのため，エネルギー輸入と非エネルギー輸入の区別しか出来なかった一一点を指
摘しておかねばならない。
スペインの商品輸出は，税関によれば， 1981年に実質で7.6形の伸びに達した。 1980年
に記録された率に比べてこのように大幅な回復が達成されたのは，世界需要が前年よりも
落ち込んでいたものの．，その年に輸出が国際市場で競争力をつけたからである。この数年
来のこうした変数すべての推移を，手短に分析しておくのは興味深いことであろう。
スペインのドル建て輸出価格は 1978年に， 工業諸国のそれと事実上同じように上昇し
た。ペセタの年平均価値が他の諸通貨にたいしてかなり上昇した1979年に，スペイ辺製品
はペセタ建てではわずかしか上昇しなかったにもかかわらず， 国際市場で競争力を失っ
た。 1980年と 1981年にペセタの為替レートが減価したので，輸出価格はペセタ建てで一一—
おそらく生産コストの上昇を上回る一―—高い上昇率を維持することができ，そしてさらに
1981年には競争力をも獲得できたのである。
上記の期間における輸出の実際の推移は次のようであった。すなわち①1978年には一一
エネルギー製品需要の影響を除外するために， OECD諸国の域内輸入によってはかった
ー一外国需要が好ましい動向を示したうえに， 1977年に改善された競争力の影響が弱まり
ながらも次の年まで持続したお蔭で，非常に高い増加率が達成された。②外国市場でスペ
口 1978年の変化率は，ここで提示されたのとは異なる一一・1977年のものと均質な一ー＿デ
ークでもって計算されている。
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インの輸出価格が大きく上昇したにもかかわらず， 1979年の高い（輸出）増加率は．世界
需要の大幅な回復によって説明されるが，しかし1980年にその需要が低下するにつれて，
スペインの輸出も落ち込んでいった。 81年にも引き続き世界貿易は悪化したものの，競争
力の大きな改善によって，すでに指摘したように・商品輸出のかなりの回復がもたらされ
た。こうした回復は，基本的にはその年の後半に実現された。というのもその時期に，先
進諸国の輸入需要が相対的に上回き，また同年初めから見られるようになった（スペイン
の）競争力の向上が明確になったからである。
上記の期間をつうじてエネルギー製品輸入は， 1979年から80年にかけて展開された原油
価格上昇から非常に強い影響をこうむった。だがスペイン経済は，この第二次エネルギー
2-28表輸入の地城別分布〔a〕
単位：上段=1暉崖ペセク，下段＝シェア〔%]
1980 1981 
1979 1980 1981 
上半期 1下半期 上半期 下半期
総輸入額 1,704.0 2,450. 7° 2,970.4 1,164.2 1,286.4 1,434.4 1,536.0 
OECD 978.0 1,271.1 1,517.6 636.4 634.7 715.1 802.5 57.39 51. 86 51. 08 54.66 49.33 49.84 52.24 
EEC 609.3 755.5 860.9 382.5 372.9 412.3 448.7 35.75 30.82 28.98 32.85 28.99 28.73 29.21 
合衆国 211. 7 318.8 412.4 165.3 153.5 ・189.2 223.2 12.42 13.00 13.88 14.19 11.93 13.18 14.53 
カナダ 15.9 19.4 20.6 9.4 9.9 10.5 10.1 0.93 0.79 0.69 0.81 0.77 0.73 0.65 
日本 39.9 60.5 79.4 26.3 34.2 36.2 43.3 2.34 2.46 2.67 2.26 2.65 2.52 2.81 
その他の OECD 100.6 117.0 144.Z 52.8 64.2 67.0 77.2 5.90 4.77 4.85 4.53 4.99 4.67 5.02 
OPEC 385.9 674.3 897.3 308.3 366.0 454.7 442.6 22.64 27.51 30.20 26.47 28.45 31. 69 28.81 
COMECON 44.6 62.1 83.8 26.9 35.2 39.5 44.2 2.61 2.53 2.81 2.31 2.73 2.75 2.88 
その他のアメリカ 126.2 209.9 287.2 77.9 132.0 131.8 155.4 7.40 8.56 9.66 6.69 10.26 9.18 10.11 
その他の世界 169.9 233.2 184.6 114.7 118.5 93.4 91.3 9.96 9.51 6.21 9.85 9.20 6.50 5.94 
出所〕 Direcci6n General de Aduanas. 
a〕絶対額の数値は，総額にたいする彩（シェア）を計算するために用いられている
ので，手直しされていない。
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危機において，第一次の時よりもずっと柔軟に反応した。そのためエネルギー輸入は1979
年に高い実質増加率に達したが，その後の2年間をつうじて急速に鈍化したのである。こ
うした鈍化は，石油製品にかんしては， 2-2? 表で示されている数値よりも大きかった点
に留意しなければならない。というのも1980年後半から，石炭の輸入が大いに強化された
からである。
1977年のペセタの減価は，非エネルギー製品輸入の実質的な推移を大幅に低下させたと
思われる。 1979年に総需要の伸びは前年よりも弱まったけれども，非エネルギー輸入製品
価格が大きく低下したために，これらの製品輸入の実質増のプロセスが始まり，それは，
為替レートとしたがってまた輸入価格の将来の推移にかんして形成された期待を前にして
2-29表輸出の地域別分布〔a〕
単位：上段=10億ペセタ，下段＝シェア〔彩〕
1980 1981 
1979 1980 1981 
I上半期 1下半期 1上半期 1下半期
総輸出額 1,221.2 1,493.2 1,888.4 711.4 781. 8 839.4 1,049.0 
OECD 801. 1 961. 0 1,126.8 480.6 480.4 500.9 626.0 65.60 64.35 59.67 67.55 61. 44 59.66 59.67 
EEC 595.5 735.5 806.8 376.4 359.0 367.9 438.9 48.76 49.25 42.72 52.91 45.92 43.82 41.84 
合衆国 85.1 79.4 126.9 37.5 41.8 50.8 76.1 6.97 5.31 6.72 5.27 5.35 6.04 7.25 
カナダ 10.4 10.6 16.6 5.3 5.3 6.3 10.1 0.85 0.70 0.87 0.74 0.67 0.74 0.95 
日本 24.6 17.8 30.0 9.7 8.1 13.9 16.1 2.01 1.18 1.58 1.36 1.03 1.66 1.53 
その他の OECD 85.4 117.8 146.6 51.6 66.2 62.0 84.6 6.99 7.88 7.76 7.25 8.47 7.38 8.06 
OPEC 135.l 190. 7 276.2 81. 6 109.1 112.4 163.8 11.06 12. 77 14.62 11.46 13.95 13.39 15.61 
COMECON 50.2 52.8 89.6 25.6 27.2 56.4 33.2 4.11 3.53 4.74 3.59 3.47 6.72 3.16 
その他のアメリカ 92.1 116.9 147.4 55.3 61. 6 64.2 83.2 7.53 7.83 7.80 7.77 7.88 7.64 7.93 
その他の世界 142. 7 171. 8 248.3 68.4 103.5 105.5 142.8 1. 68 1. 50 13.14 9.60 13.23 12.57 13.60 
出所〕 Direcci6n General de Aduanas. 
a〕絶対額の数値は，総額にたいする彩（シェア）を計算するために用いられている
ので，手直しされていない。
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加速された。こうした動向は，ー1979年に導入され，若干の製品グループ〔消費財〕に
非常に際立った影響を与えた―重要な自由化措置によっても助長された。だが総需要の
低下の持続と為替レートの減価は， 1980年後半にこうしたプロセスを逆転させ，その傾向
は1981年にも続いた。そして同年下半期になっ℃ ①ペセタ建て輸入価格のより控えめな
動向，②スペイン経済のある程度の回復，また⑧直前の2半期 (1年間）の激しかった輸
入削減そのものから，非エネルギー製品購入の回復がもたらされたと思われる。
1981年の商品貿易の主要な特徴のひとつは，前に分析した推移が異なった形でいろいろ
な貿易地域において展開された点にある。 2-28表と 2-29表には，この4年間の商品輸
出入の地域別分布にかんする数値が載せられている。 1981年の輸入にかんするこうした推
移の最も際立った特徴は，先進諸国からの購入の相対的重要性が低下した点である。逆に
アメリカ大陸からの輸入—ただし合衆国からの輸入は，工業製品の購入が回復した同年
後半においてのみ-―ー と， OPEC諸国からの輸入ーーただしこれらは， 同年前半のみ。
というのも，石油の購入が低下したので，同年後半にはその相対的重要性が低下したから
一のシェアはそれぞれ向上した。
輸出の地域別分布に変動が生じたのは，スペイン製品の競争力が，ペセタの為替レート
の動きに応じて地城ごとに異なる向上を示したからであり，また勿論，国ごとに異なった
成長率が達成されたからである。この意味でEEC諸国への販売が相対的に重要でなくな
り，合衆国と OPEC諸国向けが非常に大きな重要性をもつようになったのは，、当然のこ
とである。また， COMECON地域へのとりわけ農産物の輸出も重要であった。
この数年来のスペインにおける外国貿易の動向の分析を終えるにあたって，・地城別分布
の検討を各市場におけるシェアの推移の検討でもって補完するのは，興味深いことである。
世界レベルで諸市場が大いに獲得されたことを確証する充分な事実が存在するけれども，
残念ながら 1981年にかんして利用可能な情報では， OECD諸国圏のデータのみで，しか
もその推計値しか手に入らない。さらに，市場シェアを正確に測定しようとすれば，輸出
の場合，たとえばスペインの OECDへの販売を，その地域の全世界からの輸入と比較し
なければならず，そのうえ輸出入ともに同じ方法で評価されねばならない。というのも，も
し一方がFOBで他方がCIFで評価されておれば，運賃と保険料の項目が変化すると，
当面の分析にとって関心のない原因によるシェアの変動が生じかねないからである。しか
しながら，上述の情報不足のままでそのシェアを算定せざるを得なかったので，輸出額は
FOBでまた輸入額はCIFで評価されている。考察された4年間に，得られたデータを
駄目にするような重要な変化は生じなかったと考えられる。•
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2-30表スペイン対 OECDの外国貿易の推移
彩
1981 1979 1980 198託a〕1978 1979 1980 〔a〕 上判叫下半期上半期1下半期下半期
スペインの輸出 1. 52 1. 69 1. 65 1. 67 1. 69 1. 67 1. 63 1. 56 1. 79 
、OECDの輸出
スペインの輸入 2.11 2.22 2.46 2.46 2.32 2.45 2.47 2.49 2.43 
OECDの輸入
スペインの輸出 0.97 1.03 0.96 0.93 1.00 1.01 ・0.92 0.87 0.98 
OECDの輸入
スペインの輸入 1. 26 1. 39 1.41 1. 36 1. 36 1. 50 1. 33 1. 33 1. 38 
OECDの輸出
出所〕 OECD, Direcci6n General de Aduanasおよび（スペイン銀行）独自の作成
による。
a〕推計値。
2-30表では，輸出シェア（第3・4行）に先立って，スペインの輸出・輸入と OECD
諸国の輸出・輸入の各推移が一＿おなじ方法，つまり輸出はFOBで，輸入はCIFで評
価されー一比較されている。これらの比率（第1・2行）によって，輸出シェアからの情
報を補完するもの一ーこれの考察もまた興味ふかい一ーが得られる。スペインについて利
用されたすべての数値は，この節の冒頭で注意したように，手直しされている点に留意さ
れたい。
上記の表から銀察されるように， 1979年にスペインの輸出は OECDの輸出よりも伸び
たが，その後1980年に輸出ボジションは低下した。 1981年のその回復は非常にわずかであ
った。 とはいえ，輸出の伸び率がより高まった同年後半に， OECD諸国にたいする輸出
ボジションの向上には注目すべきものがあった。輸入にかんする諸結果も当然ながら，こ
れまで述べてきたことすべてと首尾一貫している。つまり， 1979年と1980年に，スペイン
の輸入の伸びは OECD諸国のそれよりも大きく，また1981年には――その後半に，スペ．
インにおけるエネルギー輸入の非常に強い低下の影響が観察されるものの一（両者の輸
入は）かなり似かよった動きを示したのである。
2-30表の第3行と第4行には，スペインの OECD諸国にたいする輸出入シェアが載
っている。まず指摘しなければならない点は，スペインは顧客としても供給者としてもこ
の OECD市場で低いウエートしか持っていないということである〔だが，地域別分布を
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検討すれば， この市場はスペインにとって重要である点を想起されたい〕。スペインの輸
出は， 1979年に OECD諸国市場でシェアを高めたが，次の年にはそれを低下させた。 19
81年にごくわずかとはいえあらたな後退が生じた点は，前に述べたように，その年におけ
る低開発諸国圏への輸出の大きな活力と関連づけねばならないであろう。同年後半にふた
たび (OECD向け）輸出が急増したので， この地域においても， シェアの回復は前年の
平均を超えることになろう。
OECDの輸出に占めるスペインの輸入シェアについて， 同時期におけるその推移は，
すでに分析した動向と対応している。すなわち，， 1979年と80年に上向き， 1981年に後退し
たが，この81年の末には，すでに指摘された理由により回復したのである。
1981年における外国需要の分析を終えるにあたって，それを構成する他の項目について
も簡単に考察を加えておこう。
サーピス輸出〔銀光を除く〕は， 1981年に財貨輸出と非常によく似た動きを示し，ー一
例によってマクロ経済的にみると一ーその実質成長率は6.2彩であった。槻光一ーより正
確にいえば， 非居住者の国内最終消費ーーは大幅にプラスの8.0%という実質変化率を有
し，その年の観光活動の一ーとくにその推移との関係がより深かった諸部門の一一水準に
紛れもない影響を与えた。
サービス輸入（観光を除く）について，それは1981年に輸入側でプラスの実質増加率を
記録した唯一の項目であった。というのは，居住者の国外消費〔掘光〕もマイナスの実質
変化率を有したからである。財・サービス全体におけるウエートが非常に低いこれらの項
目について，デフレーターを推計するのは明らかにかなり困難である。
外国需要についてなされた分析の要約として，貿易収支の動きは，輸出の伸び―それ
は順調な観光シーズンにも助けられた一ーならびに輸入の削減をつうじて，経済活動水準
に大きな活力をもたらした要因であったと言えるであろう。最も伝統的な市場でシェアが
失われたにもかかわらず輸出が伸びたという点は，いろいろな地域におけるスペイン製品
の競争力の重要性に，明らかに注意を喚起するものである。これに関連して， 81年後半に
・おける先進諸国市場での輸出シェアの回復を指摘しておかなければならない。輸入の低下
については，それが~い活動のリズムに起因する経済情勢の影響は別にして一輸入
エネルギーの大幅な節約に伴って，どのように生じてきたかを確認することは有益であろ
う。この省エネは， 1979年~8吟三の2年間にわたる石油の急騰を前にして，スペイン経済
がより効率的かつ柔軟に反応した成果なのである。
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2. 3. 物価と生産コスト
1981年に，原油価格上昇の第二波によってあらゆる経済に価格騰貴の剌激が加えられた
にもかかわらず，この数年らい下向きだったインフレ率の低下傾向は持続した。スペイン
経済は，かくてこの度は，石油の第一次高騰を前にして露呈された事態に比べると，そう
したインパクトをすすんで吸収する姿勢を示した。
だが，インフレ率の低下は比較的わずかであった。その原因は，まず①世界価格がより
控えめな動きを示した年に，ペセタが減価した結果生じた輸入価格の急騰と，つぎに③農
産物の価格決定政策と不作の結果として記録された農産物価格の加速化と，•最後に⑧間接
税の上昇，によって下支えされた圧力に求められる。労働コストの持続的な鈍化と，異な
る部門間にさまざまな方法で配分されるべき利潤マージンの更なる圧縮は，上記のインフ
レ圧力にもかかわらず物価上昇率の低下を容易にした要因であった。要するに，労働市場
がそのなかで機能した交渉の枠組みと，当局によって編成された金融政策は，そうしたイ
ンフレーションの鈍化過程において基本的な役割を果たしたのである。＇
消費者物価指数の年平均上昇率は， 1980年の15.5彩に対して1981年は14.6彩であった。
しかしながら，この指数の鈍化は，年間をつうじて（時点間で計ると）よりゆるやかであ
った。というのも， 1981年末のその上昇率は， 1980年末の15.l彩に対して14.5彩になった
からである。国内生産コストの推移をよりよく反映するGDP〔要素費用表示）デフレー
ター は， 1980年の13.1%に対して1981年には1.9彩の上昇を記録したと推定されている。 ！ 
1979年にこの上昇率は16.5彩に達した点を考慮に入れれば，国内生産要素費用に見られた
抑制は明白であり，それはまた，実質交易条件のひどい悪化の時期に生じたがゆえに一層
重要なのである。国内生産要素価格のより大きな伸縮性は，まさに，石油の第一次高騰に
続いた時期と比べて，この時期を特徴づける最も重要な側面のひとつである。というのも
あの当時，国内の諸経済主体の行動は，みずからの購買力を擁護しようとして，あの原油
高騰の当初の影響を拡大させたからである。しかしながら市場価格表示のGDPデフレー
ターに注目すると，間接税が上昇した反面，補助金が伸び悩んだために，その鈍化は一一
1980年の13.3彩から1981年の13.0彩へ， と一ー一非常によわかった点を指摘しなければな
らない。
1981年におけるスペインのインフレ率の鈍化は， OECD諸国全体で記録されたものに
比べて控えめであったので，その年にふたたびスペインの消費者物価指数の上昇率と上記
の諸国全体のそれとの格差は拡大した。こうした拡がりは，—工業諸国で物価上昇率の
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低下が強まった1981年末頃に，スペインではインフレ圧力が増大した結果一~その年が深
まるとともに大きくなっていった。このインフレ格差〔年平均〕を拡大させたおおかたの
原因は，一方で，食料品と原材料の世界価格が大幅に鈍化した時期に，スペインの農産物
価格が急騰した点と，他方で，ペセタが減価した点に求められる。この減価に関連して言
えば，ほぼ同じ程度のドルの増価（上昇）の影響を耐え忍んだ共同市場 (EC)諸国にた
いする（スペインの）消費者物価の格差は，ー一同年下半期に，その格差は大きく拡がっ
た点を指摘しなければならないとはいえ＿その年全体としてみれば，変わりはなかった
ことが観察できる。
2-31表と 2-32表には，消費者物価指数C'PIの動向が要約されており，そこから①
その推移の時間的な特徴とRそれの主要な項目がどれだけその指数全体を押し上げたか，
が検討できる。食料・飲料・ たばこの価格の急騰によって1980年後半に始まった上昇への
動きを続けながら，またエネルギー製品価格のあらたな上昇による剌激を受けながら，消
費者物価指数は， 1981年第I四半期にその年をつうじて最高の上昇率を記録した。その時
期以降，第I• 第m四半期には，食品価格の強い鈍化とエネルギー製品価格の段階的な抑
制に導かれた，総合指数の上昇率の急速な低下が生じた。しかしながら依然として，その
他の工業製品価格とサービス価格は，基本的にエネルギーと輸入財のコスト高によって誘
発されて加速したのである。第1V四半期に，エネルギー製品価格が横這いになり，またそ
の他の工業製品の（価格）上昇率が急速に低下したが，それに並行して食料とたばこの価
格があらたに大幅に引き上げられたために，総合指数はふたたび上昇率を加速させた。
消費者物価の上昇率の緩慢な低下や，その結果生じたスペインのインフレ率と工業諸国
全体のそれとの格差の拡大を説明するうえで，食品価格の寄与度は支配的であった。農産
物価格の動きが抑えられた一時期があったが，その後198吟三後半に，第一次産業に由来す
るインフレ圧力が再発し，それは，農業生産のひどい低下と当局が引き続き採った価格政
策の結果， 1981年全体に広がっていった。 1980年~81年の農業シーズンに7.2彩引き上げ
られた保証価格は， 1981年~82年のシーズンには平均で1.3彩の上昇を示した。 1981年に
農家受取価格は年平均で12.8彩上昇し〔1980年には3.1彩〕，また年間をつうじての（時点
間の）上昇率は11.4彩〔80年は10.6彩〕であった。 しかし， シーズン中に規制されない
（自由な）農産物の農家受取価格は1.9彩〔年間をつうじて6.0彩）上昇した反面，そう
した規制をうけた農産物の同価格は13.4彩〔年間をつうじて14.7%〕上昇したのであり，
消費者物価指数の上昇にたいするその寄与度は， 81年に約2.9彩ポイント〔年間をつうじ
ては3.2ボイント〕と推定されている。シーズン中に規制された農産物価格の消費者物価
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2 -31表消費者物価指数の推移
一季節調整値— 変化率
総合指数 食〔・4料た0.ば5・~飲こ形料〕 エネルギー 非ー〔2工エ5.業ネ96製ル彩品ギ） サービス
〔100.00彩〕 〔5.32彩〕 〔28.20%〕
1978 19.8 19.2 8.8 21. 9 20.2 
1979 15. 7 10.1 13.9 21. 3 18. 6 
1980 15. 5 9.1 48.2 17. 8 11.2 
1981 14.6 13.6 32.4 12.3 15.5 
1980 〔a〕
第I四半期 19.5 12.3 115.9 21.4 14.7 
第I ’ 11.4 5.2 12.4 17.4 13.6 
第皿 ，9 13.8 10.4 45.2 9.9 23.3 
第N , 15.2 18.1 8.5 9.8 12.5 
1981 〔a)
第I四半期 18.0 21. 6 65.5 7.7 15.0 
第I ’ 12.6 4.1 38.1 13.8 16.3 
第直 II 1. 7 1. 3 22.2 15.5 14.0 
第IV II 15.5 19.3 0.0 1. 2 15.4 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica. 
a〕各四半期ごとの変化率は，前年同期比で計算され，年率に直して表示されてい
る。
指数への反響は推定で， 1980年全体で1.9ボイント〔年間をつうじて2.0ボイント〕であっ
た点を考慮に入れれば，総合指数の上昇にたいする食品価格の寄与度を大いに高めたの
は，こうした規制価格の引上げであったと結論できるであろう。食品価格の寄与度は， 80
年全体で3.6彩ボイント〔年間をつうじて4.9ボイント〕から， 81年には5.5ボイント〔年
間をつうじて5.6彩ボイント〕に高まったのである〔1〕。最後に．この2年間の推移を検
討すれば明らかになる，食品価格の非常に高い水準での安定とは対照的に， 1981年後半か
ら世界市場ではそれの大幅な鈍化が観察された。
CPIに含まれているエネルギー品目の価格は，一方で1981年前半に始まった原油の値
崩れと，他方でペセタの為替レートの推移を反映していた。 CPIのエネルギー品目は，
1〕本章の1.1節で述べたように， 各農産物の収穫の多寡は， 食品価格の年間の推移に著
しい影響をあたえ，年央の数力月間，果物と野菜の豊作による（価格抑制）効果が認
められるようになった。
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2-32表消費者物価指数
一各項目の価格上昇の影響（寄与度）ー一
食料 エネルギー サービス
非ー〔2工エ5.業ネ96製ル%品ギ) 
総合指数
〔40.52彩〕 〔5.32彩〕 〔28.20形） 〔100.00彩〕
平均上昇率
1978 19.2 8.8 20.2 21. 9 19.8 
1979 10.1 13.9 18.6 21. 3 15.7 
1980 9.1 46.2 17.2 17.8 15.5 
1981 13.6 32.4 15.5 12.3 14.6 
平均寄与度
1978 7.8 0.5 5. 7 5.8 19.8 
1979 4.1 0.8 5.2 5.6 15.7 
1980 3.6 2.4 4.9 4.6 15.5 
1981 5.5 1. 6 4.3 3.2 14.6 
上昇率〔12月~12月〕
1978 14.8 0.0 18.2 21. 2 16.6 
1979 8.4 27.3 19.0 20.4 15.5 
1980 12.3 45.6 15.9 13.1 15.1 
1981 13.6 24.1 15.6 12.2 14.5 
寄与度〔12月~12月〕
1978 6.0 0.0 5.1 5.5 16.6 
1979 3.4 1. 5 5.3 5.3 15.5 
1980 4.9 2.4 4.4 3.4 15.1 
1981 5.6 1. 4 4.3 3.2 14.5 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica. 
原油価格に記録された最近の上昇に続いて， 1981年第I四半期に最も大幅な上昇を経験し
たが，それ以降は，基本的に為替レートの減価によって下支えされた上昇が抑えられるよ
うになり，ついに同年第1V四半期頃にはなんの変動も見られなくなった。エネルギー品目
から構成される項目は1981年に， CPIの上昇に1.6ボイント寄与したが，この反響は1980
年に記録された2.4ボイントをかなり下回っており， また（寄与度の）低下は年間をつう
じて見るとわずかながらより大きかった。だが，エネルギー製品価格の上昇が消費者物価
に及ぽす全体としての影響を測定するには，これらの直接的な寄与度のほかに，(CPIに）
含まれるその他の品目を産出する際に，要素として利用されることになる製品の寄与度も
梢酌しなければならない点にも触れておこう。後ほど示される推計値とも符合するが，
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2-16図 消費者物価指数とその主な項目〔季節調整値〕
一月次データによる半期ベースの変化率ー一
15 
10 
I 
食料・飲料・たばこ
I 
?
? ?
????????????
15 
エネルギー〔b〕
I 
????????
???????
5 
0 0 
出所〕 INE. 
1978・1979 1980 1981 
a〕非食料・非エネルギー（消費財）。
b〕ガソリン，ディーゼル油c.天然・都市ガス，ブタン・プロバンガスおよび電気。
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そうした総合的な影響は， 1980年の4.5~5.0ボイントに対して1981年には3.5~4.0ボイン
トになったに違いない。 • 
その他の工業製品からなる項目は，質量ともに最も重要な鈍化を記録したのであるが，
ここには， 1981年におけるスペイン経済の「底流としてのインフレ」率の低下が，他の諸
項目よりも一段と反映されていた。すでに198吟三前半の末に工業製品価格は，エネルギー
コストと他の輸入財価格の上昇の勢いを吸収してしまっており，そして同年の後半には，
1978年に始まっていた鈍化プロセスを再開し， 1981年に入るとその上昇率は急速に低下し
て，同年の第1四半期に最低点に達したのである。その後，第Il四半期と第1[四半期に，
エネルギーと他の輸入財の価格上昇から剌激された，あまり強くないとはいえ新たな加速
化が記録された。最後に，同年第IV四半期にその上昇率はふたたび低下した。工業価格指
数のうち消費財の項目（の上昇）は， 198~の14.9彩から1981年には11.3%に鈍化し，ま
たこうした動向は消費者物価指数のうち工業製品の項目の推移に反映された〔2-17図〕
が，こちらの方は，おそらく（営業）マージンとマーケティングの経費が低下した結果，
なお一層つよい鈍化を記録したのである。消費者物価総合指数の上昇にたいする上記の項
目の寄与度は， 1980年の4.6ボイントに対して1981年全体では3.2ボイントになった。そし
てこうした低下は，年間をつうじて（時点間で）見ればずっと控えめであったとはいえ，
この時点間〔12月~12月〕の上昇率は，当時 (1978年頃）からエネルギーと輸入財全般の
非常に強い価格上昇の影響をこうむりながらも， 197昭三の21.2彩から1981年には12.2彩に
なった点を考慮に入れなければならない。
消費者物価指数CPIのサービスの項目の上昇率も， 1981年に注目すべき低下を記録し
たが，しかし工業製品の項目のそれにはかなり及ばなかった。その動向は，年間をつうじ
て見るとより安定していたとはいえ， 第IV四半期には若干加速しはじめた。サービス項
目のなかで，薬局（調剤），輸送， そして観光関連活動の価格は最もダイナミックに動い
た。サービスにたいする消費者の支出は，前節で説明したように， 1981年により持続的な
推移を示した反面，工業製品は需要の非常に大幅な後退に見舞われた。このことは，他の
諸部門のそれをかなり上回る工業生産性の向上〔この点は後ほど分析される〕と相まっ
て， CPIのこれら両項目の動向に見られた差異を説明するのに役立つであろう。
1981年におけるインフレの鈍化過程の展開は，需要と〔生産用〕投入・コストの相互作用
によってよりうまく説明できる。そこでつぎに，いろいろな生産要素のコストの動向と，
最終需要〔内需プラス輸出〕単位当たり（の充足に要する）総コストの上昇に，それがお
よそどの程度寄与したか，を分析することにしよう。そうしたコスト指数〔2-37表をみ
152 
スペイン経済： 1981年（下）一ースペイン銀行『年次報告」より一（楠） 1185 
2-1? 図 (A) 工業価格指数と CPIの (B) 農家受取価格指数と CPIの
うちの工業製品価格＊ うちの食料品価格＊
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出所〕 INE. 出所〕 INEとMinisteriode Agricultura. 
＊〕月次データによる年間変化率。
よ〕を作成するのに用いられたウエートは，スペイン経済の投入産出表による情報を用い
て（スペイン銀行）調査・研究局が著した論文にもとづいており，また，過去に実施され
た物価（算定用）方程式の推計から得られたものと結果的に非常によく似ている。投入産
出表と国民経済計算の各種の基礎データの間には食い違いが存在するにもかかわらず，コ
スト指数と最終需要デフレーターの差異の方から， （営業）マージンの推移にかんする何
らかの情報がもたらされる。なぜならコスト指数は， コストにたいするマージンの比率
（マークアップ率）が不変のままで維持されるという仮定のもとで作成されているからで
ある。
ドル建て原油価格（上昇）の大きな鈍化ー一1980年の69.0彩から81年の9.8%ヘーーに
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もかかわらず，石油製品やエネルギー製品全体のペセタ建て輸入価格は，ペセタがドルに
対して減価した結果， 1981年に依然として大きな上昇率 (41.4彩〕を記録した。 2-33表
から分かるように，そうした上昇の大部分は同年上半期に集中した。この時期には，原油
が国際市場で最も新しい上昇を体験し，またペセタも， 1981年に見られた対ドル減価の大
半を記録したからである。同年後半になるとペセタの安定性が増したので，エネルギー輸
入価格はより控えめに上昇するようになった。原油価格の上昇を（他に）波及させる政策
が採られるにつれて，エネルギー輸入のコスト増の大半は， 1981年をつうじて国内物価に
反映された。 2-31表と 2-36表から分かるように，消費者物価指数と工業価格指数のう
ちエネルギー製品の項目の上昇率は，それぞれ32.4彩と38.8彩にのぼった。最終需要単位
当たり（の充足に要する）コスト指数の上昇にたいするそれらの寄与度〔推計〕は， 1980
年の3.2ボイントに対して1981年は2.6ボイントであった。しかし，そうした寄与度にかか
わるペセタの減価の影響は， 1980年に0.5ボイントであったと推定されているのに対して，
1981年にそれは2.1ボイシトに高まった。エネルギー製品の価格上昇の影響は，最終需要
のいろいろな項目間におそらくさまざまな形で伝えられたであろう。たとえば消費財の場
合，その影響は一ー前に指摘したように一一平均を上回り，また輸出財の場合は一ーエネ
ルギー集約的であるために—そうした（波及）ルートをつうじて 4.0ボイントの上昇を
体験したものと思われる。
非エネルギー輸入に記録された高騰~ ペセタの為替レート低下の影響が少
2-33表ペセタ建て輸入価格の推移
変化率〔a〕
19'191， 1幽
1980 1981 
1978 1981 
上半期1下半期上判叫下半期
総輸入 7.3 5.9 31.5 30.6 21.3 14.9 18.2 6. 7 
エネルギー製品 6.7 11.1 77.7 41.4 44.6 17.0 24.3 12.8 
非エネルギー製品 8.0 3.8 20.5 23.2 1. 6 1. 7 12.4 7.3 
為ド替ルに対す＊るペセタの
レー ト -0.9 14.2 -6.4 -22.3 -4.1 -7.1 -15.2 -9. 7 
先ペ進セ諸タ国の通実貨効為に対替すレーる ト＊ -9.2 8.9 -7.1 -9.1 -4.0 -6.5 -4.6 -2.8 
出所） Ministerio de Economia y・ComercioとBancode Espana. 
＊〕増価〔＋〕，減価〔一〕
a)前年同期比。ただし年率に換算せず。
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なからず存在する—ーもまた，物価形成をかなり左右した。ペセタ建ての非エネルギー輸
入価格は， 1980年の20.5彩から1981年には23.2彩上昇したが，この加速化の大半は， 2-
33表から推論されるように， ペセタの実効為替レートの減価率の増大によって説明され
る。だが，ペセタ建て非エネルギー輸入価格の上昇率は, 2-33表から分かるように．そ
の年をつうじて鈍化した。その原因の一部は，同年後半にペセタの安定性が増した点と，
また一部は，工業製品も原材料・食料品もともにその世界貿易価格の上昇率が非常に大幅
に低下した一ーただし，後者のほうがより激しかった一一点に求められる。非エネルギー
輸入価格の上昇がコスト指数にあたえた影響は， 1981年に3.8ボイントで1980年には3.3ボ
イントであったと推定ざれている〔2-37表をみよ〕。そのうち（それぞれ）約2.0と1.4
ボイントは，為替レートの減価に起因している。全体として総輸入価格の上昇は， 1981年
におけるコストと物価の上昇にたいして6.4ボイント〔1980年は6.5ボイント〕寄与したも
2-34表賃金コスト指標
前年同期比彩
一人当たり純賃金
労働〔a協〕約 賃金〔b調〕査 建賃金設コ業スのト1農業の賃金
平均〔b時〕 給
1978 20.5 25.4 25.1 26.7 26.2 
1979 14.1 22.5 17.7 17.4 23.3 
1980 15.3 16.1 18.6 13.1 18.5 
1981 13.2 16.1 15.1 11.9 20.7 
1980 
第I四半期 15.7 16.9 16.3 14.4 17 .3 
第n ’ 15.0 16.5 19.5 14.9 18.4 
第皿 ” 14.8 15.1 19,4 12.0' 18.5 
第IV II 14.3 16.8 19.1 1. 4 19.3 
1981 
第I四半期 13.7 16.9 16.6 10.3 23.1 
第I ” 13.5 15.7 14.3 11.6 20.6 
第直 ” 12.2 16. 7 15.0 13.4 19.1 
第IV II 11.2 15.1 14.5 12.2 19.8 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica, Ministerio de Trabajo, Ministerio de 
Agriculturaおよび Confederaci6nNacional de la Construcci6n. 
a〕各協約による賃金総額をウェート付けした上昇率。
b〕工業，建設業，商業，銀行業，保険業，輸送業および通信業を含む。
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のと推定されるが，そのうち4.1ボイント〔1980年は1.9ボイント〕はペセタの減価に基づ
いていた。最終需要デフレーターの鈍化は，輸入価格による影響力の低下を凌駕していた
〔2-36表をみよ〕ことを考慮すると，前者が鈍化したのはおおかた国内生産諸要素（の
鈍化）に帰せられるに違いない点が明らかになる。
名目賃金の推移にかんして利用できる情報の不足は，いまだにスペインの統計資料に見
られる最も由々しい諸欠陥のひとつである。 2-34表に載っている情報は全体として，若
干の矛盾を含んではいるが， 1981年における賃金コストの鈍化を示唆している。実際，労
働協約にもとづく賃金総額の年間の加重平均上昇率は， 1981年に 13.2彩〔1980年は 15.3
彩〕で，「労組間（賃上げ）枠協定」 AcuerdoMarco Interconfederalで合意された11
~15彩の賃上げ幅の中心に位置していた。この鈍化はその年をつうじてさらに強まり， 19
8眸末の14.3彩から1981年第1V四半期には11.2彩になった。この第1V四半期には， 1982年
むけの「国民雇用協定」で定められた9~11彩の賃上げ幅の上限を一ーこの「協定」が19
81年末の賃金交渉におそらく影響を与えたことを反映して一一わずかに上回っているにす
ぎない。労働協約で特定される賃上げを通常は（さらに）高める加給分 deslizamientos
を考慮に入れると〔1〕， この賃上げは，工業，サービス業， そして建設業における〔社
会保障費を除いた〕一人当たり賃金指数の16.1彩増に―とりわけ賃金調査の方法が過大
評価をもたらしがちである点を指酌すれば・~かなり近いものになる。しかしながら，同
調査による年平均額の上昇率は一一年間をつうじての推移を考察すれば，確かに鈍化して
いるようであるが—なんらの鈍化も示していない。一人当たり賃金にかんする他の指標
は，注目すべき鈍化を示している。具体的に言うと農業賃金は， 1980年の13.1彩に対して
81年には•~同年後半にある程度加速したものの一ー11.9彩の上昇にとどまったのであ
る。手元のすべての情報ー一つまり「国民経済計算」による雇用者の報酬総額と「労働力
調査」による〔16歳以上のJ雇用者数ーーから推定すると，一人当たり純賃金の上昇は，
1980年の16.6彩から1981年には14.8彩になった〔2-35表をみよ〕。そのことは，〔消費者
物価指数でデフレートされた〕実質賃金の控えめな上昇を意味しているが，それは農業部
門に限定されていた。というのも，農業賃金の平均上昇〔推定〕では，農業雇用者（賃金
労働者）の側で購買力が喪失されたと思われるからである。
1〕上述の数値は，大半の場合，保証された賃金報酬にもっばら関連している。したがっ
てその計算には，その他の経済的細目――•たとえば，労働の質・量による報奨金，各
種の奨励金，社員食堂への補助金など一に生じた変更は含まれていない。
156 
スペイン経済： 1981年（下）一スペイン銀行「年次報告」より一（楠） 1189 
2-35表経済全体の単位労働コストの推計
上昇率
一人当たり生産性 一人当たり総賃金 単位労働
実質GDP雇用 一り生人産当性た 純賃金 社費会〔c保〕障 雇金当用た者り総一賃人 コスト
〔a〕 〔b〕 〔c〕 〔d〕
1 2 3=1-2 4 5 6 
1978 2.7 -1.8 4.5 22.9 30.7 24.6 19.2 
1979 0.3 -2.2 2.5 18.5 24.2 19.7 16.8 
1980 1. 2 -3.2 4.5 16.6 20.9 17.6 12.5 
1981 0.3 -3.1 3.5 14.8 16.1 15.1 1. 2 
出所〕 Instituto Nacional de EstadisticaとBancode Espana. 
a〕要素費用表示。
b〕16歳以上の人ぴとの雇用゜
c〕国民経済計算による数値。ただし最近の2年間については，スペイン銀行によっ
て推計されたものである。社会保障費には，擬制的なものも含まれる。（擬制的
社会保障については，本誌39巻2号221ページの脚注をみよ。訳者）
d〕雇用者一人当たり総賃金を一人当たり生産性で割ったもの。
賃金コストのもうひとつの項目である社会保障費は，この数年らい観察された下降傾向
をたどりながら， 1980年の雇用者一人当たり20.996に対して1981年には16.1彩の上昇率を
記録した〔2-35表をみよ〕。こうした低下は，純賃金（社会保障費抜き）のそれよりも
際立っており，総名目賃金の鈍化を強めさせた。かくて後者の上昇率は， 1980年の17.6.96 
から1981年には15.1%に低下したと推定されている。
1981年における生産単位当たり労働コストの鈍化は，経済全体の一人当たり生産性の上
昇率が伸び悩んだ結果，総名目賃金の鈍化よりも小さかった。実際， 2-35表から分かる
ように，見掛けの生産性の向上は平均で， 1980年の4.5%から1981年には3.5%になった。
両年の雇用の低下はかなり似かよっていた一3.2%と3.1彩-ので，上記の鈍化の説明
要因は， GDPの成長率低下一ー1.2%から0.3%ヘーーに求めざるをえない。この意味で
生産性の数値は， 1981年の悪い農産物収穫の影響をうけている。というのも非農業部門に
注目すると， 一人当たり生産性は1980年の3形に対して1981年には3.8彩伸びているから
である〔2-43表をみよ〕。こうした向上は，非農業部門の付加価値が0.696から 1.2.96ヘ
大きく伸び，またその部門の雇用減が2.3%から2.5彩へ大きくなった結果，達成されたの
である。総名目賃金が鈍化したと推定される点を考慮すれば，非農業部門の生産単位当た
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2-36表経済全体の生産コストと価格の推移
上昇率
I 1978 I 1979 I 1980 . I 1981 
1. 単位労働コスト 19.2 16.8 12.5 1. 2 
2. エネルギー〔a〕 9.9 16.0 48.3 38.8 
3. 非エネルギー輸入投入財〔b〕 8.0 3.8 20.5 23.2 
4. 名目資本使用コスト〔 C〕 17.2 19.4 17.8 , 20.5 
5. 総コスト指標〔d〕 16.9 -15.2 17.0 17.4 
6: 最終需要デフレーター 18.2 15.2 16.4 15.5 
7. 国内需要デフレーター 18.8 16.5 15.9 14.9 
8. 商品輸出デフレーター〔e〕 14.3 5.5 19.7 19.0 
参 考
9. 実質GDP〔市場価格表示〕 1. 9 0.4 1. 2 0.3 
出所〕 Instituto Nacional de EstadisticaとBancode Espana. 
a〕工業価格指数のうちの「エネルギー」の項目。
b〕⑲78年~79年については「経済商業省」の単価指数による，非エネルギー輸入の
ペセタ建て単価。 1980年~81年については，スペイン銀行の推計による。
c〕資本単位当たりの名目使用コストは， ①プラントおよび輸送機器の総資本形成
〔の価格〕デフレーターと②プラントの減価償却率10彩プラス名目利子率の積，
として算定されている。名目利子率は，非電気（関連）会社の債券の内部収益率
と銀行貸付の平均収益率との平均値である。取替え（償却）率は，当該デークが
手に入らないために一定と仮定されている。
d〕2-切表の7●の行をみ上
り 1978年~79年のデフレーターは国民経済計算による。 1980年~81年のそれはスペ
イン銀行の推計である。
り労働コストの上昇率は， 1981年におそらく 3ボイント近く低下したであろう。こうした
抑制はあらかた，雇用量の削減をつうじて生産性の向上が得られた結果なのである，とい
う点を強調しなければなるまい。ところでこの雇用削減は，実際に必要な生産量とコスト
圧力とにたいする人員調整を反映している。かくて1980年と81年に，輸入財が急騰し一一
それに加えて，非農業部門の場合，国内農産物の投入コストが上昇した・~また同時に，
実質需要が衰退したために，当初は利潤マージンが圧縮されたが，その後この圧縮を前に
して企業家は，みずからの負債の水準と高い利子率とを考慮して，雇用削減—それは，
労働市場の整備によって高まった伸縮性のゆえに容易になった一をつうじて反応したの
である。その結果，槻察された（見掛けの）生産性が大幅に向上して，労働コストの上昇
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2-37表経済全体のコスト指標にたいする各コスト要因の寄与度
1の97ウ5年ェ 上 昇 率 寄与度〔ポイント〕
ート彩
1978 1979 11980 11981 197811979 11980 11981 〔a)
1. 単位労働コスト 64.6 19.2 16.8 12.5 11.2 12.4 10.9 8.1 7.2 
2. エネルギー 6.6 9.9 16.0 48.3 38.8 0.7 1.1 3.2 2.6 
3. 輸ギ入ー投を入除財く〕〔エネル 16.3 8.0 3.8 20.5 23.2 1.3 0.6 3.3 3.8 
4. 名目資本使用コスト 12.5 17.2 19.4 17.8 20.5 z.z 2.4 2.2 2.6 
5. 総費用コ〕スト〔指1~標4〔〕要素 100.0 16.6 15.0 16.8 16.2 16.6 15.0 16.8 16.2 
6. 間接税ー補助金〔b〕 ． . . . ． 0.3 0.2 0.2 1. 2 
7. 総価格コス〕ト指標〔市場 . 16.9 15.2 17.0 17.4 . ． . ． 
出所〕 INEとBancode Espana. 
a〕直接・ 間接のインパクトを考慮に入れた，投入産出表から導かれたウェート。
b〕スペインの国民経済計算から得られた数値。
率が低下したので，輸入財と農産物の価格上昇によって加速されたインフレーションは抑
制されるようになった。総賃金の抑制が果たした役割とこの諸コスト圧力とに関連して，
輸入価格上昇の（インフレ）寄与度は， 1979年の1.7ボイントから80年は6.5ボイント，ま
た81年は6.4ボイントになった点と， 賃金の抑制はそうした（輸入財の）高騰を埋め合わ
すには不十分であった点を考慮に入れねばならない。なぜなら，コスト指数（上昇）にた
いする総名目賃金の寄与度は， 1979年の13.4ボイントから80年は12ボイント，そして81年
には10.4ボイントに下がったにすぎないと推定されるからである〔1〕。こうした低下は，
（輸入財高騰の）インパクトを吸収し，さらにスペインの物価を競争相手国のそれに近づ
けるには明らかに不十分である。そこで，雇用削減と見掛けの生産性向上という上述のプ
ロセスが現出したのである。
生産コストと価格にたいする利子率の圧力に関連して，名目資本使用コストの上昇〔推
計値〕の影響が2-37表に載っている。このコストは，資本財価格と利子率の上昇によっ
てもたらされた大きな加速化を示している。コスト指数へのその反響は， 1981年に2.6ボ
イントそして1980年には2.2ボイントと見なされている。言及されたすべての寄与度およ
1〕上記の数値は，コスト（増）にたいする労働（賃金）の寄与度に，総名目賃金の上昇
率を掛けたものである。
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び間接税の増大の影響を考慮すると，市場価格による生産コスト指標〔17.4彩〕と最終需
要デフレーター (15.5劣〕との比較から，雇用調整が実現されたにもかかわらず， 1981年
に再び利潤マージンの低下が記録されたと結論できるように思われる。こうした低下は基
本的に農業部門に限定されており，この部門は一ー1980年の豊作がマージンの拡大に寄与
した，それと同じように一~ マージンの縮小は非
農業部門では小さかったに違いない。この部門は，逆に， 1980年の原油高騰の影響におお
いに悩まされていた。そして，マージンの縮小は（さまざまな部門へ）いろいろな形で伝
わったはずである。前に触れたスペインの輸出財のエネルギー集約度に起因する，原油高
騰の大きな反響を考慮に入れたとしても，より高い輸出価格の上昇は，ーーペセタの減価
に援護されて一輸出部門の利澗マージンを1978年~79年の縮小の後に， 1980年ととりわ
け81年に大幅に回復させたに違いない。
いろいろな生産部門は需要の推移からさまざまな影響をうけた。サービス部門はより持
続的な需要に恵まれたので，コストの推移を比較的強く価格に反映させることができた。
工業部門のうち，消費（財）需要の衰退はより大きかったために，その価格もより強く鈍
化した反面，投資財価格の上昇率はそれほど低下しなかった。建設業では，市場の低迷が
価格の推移にも大きく反映された。また，これらの動向に関連して，雇用とおそらく営業
マージンの推移にも反響があらわれた。
この営業マージンの推移について，一般に資本コストの高い上昇は，非農業部門〔金融
業も除く〕の営業マージンにたいして—すでに指摘されたもののほかに—―ーもうひとつ
の影響を与えたに違いない点を指摘しておかねばならない。
2-38表消費者物価指数
＼ ースペインとOECD-
年平均 1月~12月
上昇率
1981年7
月~12月
197811979 11980 11981 i 197811979 11980 i 19811晶呼
スペイン 15. 7 15. 5 14. 6 16. 6 15. 5 15. 1 14. 5 16. 2 
・OECD全体 9.8 12.9 10.6 7.2 11.9 12.1 9.9 8.6 
ヨーロッパ 10. 6 14. 3 12. 3 10. 8 11. 7 13. 7 1. 9 10. 9 
EEC I 9.1 12. 4 1. 4 10. 3 1. 6 1. 8 1. 6 10. 5 
出所〕 INEとOECD.
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コストと物価が鈍化したにもかかわらず，スペインのインフレ率と OECD諸国のそれ
との格差は， 1981年に縮小しなかっただけでなく，具体的に消費者物価の場合，その年を
つうじてかなり拡大すらしたのである。 2-39表には，こうした現象の分析を可能にずる
情報が集められている。
この格差の拡大を説明するおそらく最も重要な理由は，他の工業諸国の農産物価格が著
しく鈍化した年に，スペインでは食料品価格が急激に加速した点に存在する。スペインと
OECDの7大国の間の食料品〔卸売〕価格の上昇率格差は， 1980年にはスペインに有利
な(-)4.3ボイントから， 1981年には不利な(+)7. 8ボイントに拡大したのである。食
料品は通常，一国の消費者物価指数に含まれる製品のうちで高い比率〔スペインでは40.5
啜〕を占めているので，そうした12.1ボイントもの格差の拡大から，スペインのインフ
レ率と OECDの7大国のそれとのヒラキの大部分が説明されるように思われる。
2-39表から，スペインと:OECDの7大国との間のエネルギー相対価格の上昇率格差
における大幅な拡大についても読み取ることができる。そうした推移は， 1974年の第一次
エネルギー危機の後の原油価格の上昇にたいするスベインの遅い反応と，この数年らいの
残存するス・レを除きながら原油価格の上昇全体を国内価格に反映させる際に採られてきた
積極果敢な政策とを部分的に反映している。かくてエネルギー相対価格の上昇は， 198Q&f!
~81年にかけて他の工業諸国よりもスペインのほうがより強くなったのである。しかし，
このことはまた，ペセタの減価の影響を部分的に反映している。
冒頭で述べたように， 1981年におけるペセタの為替レートの減価は，国内価格に重要な
影響を与えた。実効為替レートでみても対米ドル・レートでみても，スペインにおける為
替レートの減価は， OECDの7大国に比べてずつと強かった。消費者物価指数にたいす
るペセタの減価の反響は全体として3.5~4ポィント前後であった点を考慮すると， ペセ
タの為替レートの変動は，ィンフレ格差を拡大したもうひとつの重要な要因であったと言
えよう。
これまでとは対照的に1981年にスペインは，単位労働コストの上昇における OECDの
7大国との格差を・~ささやかとはいえーー縮小するのにはっきり成功した。 i979年にス
ペインに不利に 11.3ボイントも開いていたこの格差は， 80年に3.2ボイントに，また81年
には2.6ボイントにまで縮まった。こうした縮小は，非農業部門の場合より大幅であるが，
それは，前に説明したように，雇用水準の大幅な引下げをつうじて達成された生産性の向
上によってあらかた可能になったものと推定されている。単位労働コストの動向と営業マ
ージンの圧縮は，スペインと上記の7大国のGDP〔要素費用表示〕デフレーター間に存
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2-39表各種コストの推移の比較
ースペインと先進7カ国〔a)-
I 1978 I 1979 
エネルギー相対価格〔b〕
スペイン -8.2 -1.8 
先進7カ国 -3.1 8. 7 
単位労働コスト〔 C〕
スペイン 19.2 16.8 
先進7カ国 4.1 5.5 
食料品価格〔d〕
スペイン 1. 2 12.9 
先進7カ国 5.5 6.8 
、非エネルギー輸入単価〔邦貨建て〕
スペイン〔f〕 8.0 3.8 
先進7カ国 -6.6 6.4 
為替レート
実効レート
スペイン -6.5 10.6 
先進7カ国 0.3 -1.1 
対ドル・レート
スペイン -0.9 12.4 
先進7カ国〔g〕 12.4 4.1 
ー参考一
消費者物価指数
スペイン 19.8 15.7 
先進7カ国 7.0 9.3 
工業価格指数
スペイン 16.7 14.3 
先進7カ国 5.1 9.5 
I 
変化率
1980 I 1981 
28.7 20.2 
22.8 6.5 
・12. 7 11.2 
9.5 8.6 
2.3 12.8 
6.6 5. 〇〔e〕
20.5 23.2 
1. 7 9.6 
-6.8 -13.9 
0.3 3.7 
-6.4 -22.3 
0.3 -13.4 
15.5 14.6 
12.2 10.0 
18.7 15.8 
12.5 8.7 〔h〕
出所〕 OECD, Institute Nacional de Estadisticaおよび Bancode Espana. 
a)先進7カ国とは，合衆国・日本・カナダ・フランス・ドイツ・イタリアおよび英
国を指す。
b〕消費者物価指数と工業価格指数のなかのエネルギーの項目を，エネルギーを除い
た総合指数で割ったもの。
c〕経済全体にかんするコスト。
d〕先進7カ国の場合は生産者価格から，またスペインの場合は（農家）受取価格指
数から算定。
e〕 （統計が）利用できる最新の月は10月。
f) 1978年~79年については「経済商業省」の単価指数によるペセク建て単価であ
＼ り， 198嘗~81年についてはスペイン鰤による推計である。
g〕合衆国を く。
h〕 （統計が）利用できる最新の月は11月。
、ヽ
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在している格差の縮小にも反映された。
明らかに，指摘された諸制約があるにもかかわらず，国内の諸生産要素コストは著しい
伸縮性を示したが，これは疑いなく，石油価格の第一次暴騰（時）とは異なる最も重要な
特記事項のひとつである。上述の物価とコストの動向や「国民雇用協定」によって拓かれ
た1982年の見通しから判断して，①輸入価格の上昇から生じたインフレ効果の最も由々し
い部分はすでに払拭され，また③将来スペイン経済は，諸要素市場におけるより伸縮的な
動向から利益を引きだすことができるものと考えられる。世界市場の低迷と，具体的に言
うと原油や他の原材料の値崩れもまた，国内価格の推移にとって―ドル高によって弱め
られたとはいえー一有利な趨勢をもたらしている。この数年らい記録されたマージンの圧
縮から，内需が回復した折りには，ある種のインフレ・インパクトが発生するものと予想
される。しかし，物価の将来の推移に疑いなく迫っている最大の撹乱要因は，食料品価格
の加速化なのである。そして，この要因は，余剰農産物の絶えざる増大を伴えば伴うほど
より撹乱的になり，さらにまたこの余剰農産物は，経済の他の諸部門にかなりの金融面の
負担を課すことになる。この意味で，ー一世界中の物価の推移に細心の注意を払うだけで
なく，余剰農産物の安定化とその削減へのじゅうぶんな配慮をつうじて物価の安定化にも
貢献できるような―農産物価格政策の方向転換が緊急になされねばならない。
2. 4 生産諸要素の利用：雇用
2. 4.1 雇用，生産性，失業
この数年らい記録された雇用低下と失業増大の傾向は，前年の状況にくらべて就業機会
消滅のプロセスが鈍化したとはいえ， 1981年にも持続した。「労働力調査」 EPAによれ
ば， 1981年第w四半期の雇用は， -12カ月前の数値よりも28万8000人少なかった。また失業
は，その年に36万8000人も増えて労働力人口の15.4形にのぼり，ついに200万人に近づいた
(198万2000人〕。そして，労働力人口は，経済危機が始まってから初めてプラスの伸び〔そ
の年， 5万9000人〕を記録したので，労働力率（労働力人口／生産年齢人口）は0.2ボイ
ントしか下がらなかった。この労働力率は， 16歳以上人口の48.5彩から48.3%に低下した
のである。
スペイン経済全体の雇用は1981年に28万8000人減少した〔2-40表〕が，このことは，
雇用の低下における鈍化を意味している。というのも前年の低下は44万2000人であった。
こうした鈍化は，両年の平均雇用成長率ーー1980年の3.2形減と1981年の3.1彩減と一が
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比較される際には，真実を隠蔽するものになる。なぜなら，前年に就業者数が激減したの
で， 1981年当初の雇用数は（通常）より少なくなっていたために，たとえ雇用がその年を
つうじて維持されていたとしても，年平均値の変化率はマイナスになったであろう。そこ
で，両年の第1V四半期どうしを比較すれば，雇用の低下は前年の3.8彩から1981年には2.6
彩になり，その鈍化は明白になる。民間部門の雇用者（賃金労働者）総数にも，こうした
鈍化が反映されている。 というのは， 1980年にこの総数は39万2000人減少したのに対し
て， 1981年には18万5000人減にとどまったからである。公共部門の側での雇用創出は， 19
80年よりも少なかった〔前年の5万5000に対して1981年は5000であった〕。そして非雇用
（自営業などの）就業者数のほうは，両年とも絶対値でみて同じような低下〔198倍Fの10
万5000人に対して1981年は10万8000人〕を記録した。ただし，変化率では，わずかに〔ー
2.5彩からー2.7彩へ〕高まった。
197坪以降， 6彩を超える累積（複利）年率で就業水準を低下させてきた農業は， 81年
にも，この数年来の趨勢をわずかに下回る 5.8彩の率でそれを低下させた。農業雇用の減
少は前年よりも軽微であった〔1980年の15万1000人に対して12万1000人）。 しかし総雇用
にたいするその影響は相対的に大きかった。というのは，スペイン経済における就業者数
の低下全体の42彩ーーちなみに1980年のこの比率は34彩にすぎない一ーに相当したからで
2-40表雇用の変繭〔a〕
単位：千人
増 減 変化率（彩）
1979 I 1980 I 1981 1979 I 1980 I 1981 
就業者 -257 -442 -288 -2.2 -3.2 -3.1 
農業部門 -127 -151 -121 -6.3 -6.8 -5.8 
非農業部門 -118 -290 -167 -1.1 -2.3 -2.5 
工業 -121 -113 -173 -2.8 -3.6 -4.4 
建 -72 -88 -34 -5.5 -6.8 -7.6 
サービス業 75 -91 40 1.0 -0.5 0.2 
雇用者 -221 -337 -180 -2.A -3.5 -3.2 
民間部門 -226 -392 -185 -3.3 -5.0 -4.4 
公共部門 6 55 5 1. 7 3.6 1. 7 
非雇用者 -26 -105 '-108 -1.6 -2.5・ -2.7 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica. 
a)各年の第W四半期にかんする敷値。'
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2-18図雇用の推移
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ある。
非農業雇用は， 1981年の12カ月全体でみると一2.5彩の変化率を示し， 16万7000の就業
機会を喪失したが，これは1980年の29万減よりはましであった。工業では，雇用喪失のテ
ンボは加速しつづけ〔1979年に一2.8鍬 1980年に一3.6彩，そして1981年には一4.4彩〕，
この1981年に，その年の経済全体の総就業者数の低下の60%,つまり17万3000人に相当し
たのである。経済全体では1981年をつうじて雇用低下は鈍化したのに，工業においてそれ
がこのように加速したのは，一方で1981年に工業部門の成長率が低かった点と，他方で人
員削減と資本による労働代替のプロセスが続いた点から説明される。このプロセスによっ
て， 1981年に就業者一人当たり生産性は4.6%上昇したのである。近い将来にもこうした
プロセスは継続されるものと考えられる。なぜなら，①スペイン経済のいくつかの基礎的
2-41表 1981年における労働力人口の推移
一季節調整値ー一
単位：千人
絶 対 数 1981年における増減
第四1半98期1V 0
1981 
第四1半98期1 I 
1981 
第四半期I 第四半期皿
1. 就1業~者1.4〔〕1= 1. 11,134 11,046 10,952 10,925 
1.1農業 2,068 2,026 1,985 1,972 
1.2工業 3,048 3,018 2,990 2,931 
1. 3建設業 978 962 928 935 
1.4サービス業 5,040 5,040 5,049 5,087 
2. 縁辺労働力 95 89 85 74 
3. 失業者3.2〔〕3= 
3.1+ 1,614 1,703 1,814 1,898 
3.1新規求職者 ・564 618 645 677 
3.2雇用経験者 1,050 1,085 1,169 1,221 
3.2.1農業 110 130 136 120 
3.2.2工業 280 289 307 341 
3.2.3建設業 329 334 366 384 
3.2.4サービ 331 332 360 376 ス業
4. 労〔4働=力人口
1+2+3〕12,843 12,818 12,851 12,891 
出所JInstituto Nacional de Estadistica. 
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1981 第 I第 I第皿第 VI
第四半期VI 四半期四半期四半期四半期
年間
10,846 -88 -94 -27 -79 -288 
1,947 -42 -41 -13 -25 -121 
2,875 '-30 -28 -59 -56 -173 
944 -16 -34 7 9 -34 
5,080 ， 38 -7 40 
74 -26 16 -11 - -21 
1,982 89 111 84 84 368 
736 ・54 27 32 59 172 
1,246 . 35 84 52 25 196 
110 20 6 -16 -IO 
372 ， 18 34 31 92 
360 5 32 18 -24 31 
404 . 1 28 16 28 73 
12,・902 -25 33 46 5 59 
スペイン経済： 1981年（下）一一久ペイン銀行「年次報告」よりー一・（楠） ll99 
部門で着手されねばならない産業再編の大半は，まだ実行されておらず，また手元の諸研
究成果によれば，Rこれまでに諸要素の相対コストに変動が記録された結果，生産諸要素
の利用面で実施された調整も，まだ十分に完全なものではないからである。しかしながら
こうしたプロセスは， 最近変化が生じたために， 力強さが失われるものと予想される。
2-42表 1981年における労働力人口の推移
単位：千人
絶 対 数 1981年における増減
1980 1981 
第四19半8期1 I 第四1半98期1 I 第四1半98IV期1 
第 I第 I第皿第 IV
第四半IV期第四半期1 四半期四半期四半期四半期
年間
1. 〔就1=業1.者1~1.4 
=1.5+1.6〕
11,136 11,038 10,942 10,939 10,848 -98 -98 -3 -91 -288 
1.1農業 2,068 2,040 1,969 1,974 1,947 -28 -71 5 -27 -121 
1. 2工業 3,048 3,017 2,990 2,931 2,875 -31 -27 -59 -56 -173 
1. 3建設業 980 941 933 948 946 -39 -8 15 -2 -34 
1.4サービス業 5,040 5,040 5,050 5,086 5,080 10 36 -6 40 
1. 5雇〔1.用5者= 1. 5 1 
+1. 5. 2) 
7,785 7,724 7,670 7,646 7,605 -61 -54 -24 -41 -180 
1. 5.1民間部門 6,247 6,186 6,147 6,109 6,062 -61 -39 -38 -47 -185 
1. 5.2公共部門 1,538 1,538 1,523 1,537 1,543 -15 14 6 5 
1. 6非雇用者 3,351 3,314 3,272 3,293 3,243 -37 -42 21 -50 -108 
2. 縁辺労働力 104 74 ?4 70 83 -30 -4 13 -21 
3. 失業者〔3=
3.1+3.2〕 1,620 1, ?41 1,784 1,878 1,988 121 43 94 110 368 
3.1新規求職者 578 596 621 709 750 18 25 88 41 172 
3.2雇用経験者 1,042 1,145 1,163 1,169 1,238 103 18 6 69 196 
3.2.1農業 113 132 140 112 113 19 8 -28 1 
3.2.2工業 275 306 309 325 367 31 3 16 42 92 
3.2.3建設業 321 357 365 367 352 36 8 2 -15 31 
3.2.4業サービス 333 350 349 365 406 17 -1 16 41 73 
4. 労〔4働=力人口
1+2+3〕12,860 12,853 12,800 12,887 12,919 -7 -53 87 32 59 
5. 非〔兵労役働力な人ど〕口 13,661 13, ?36 13,839 13,829 13,846 15 103 -10 17 185 
6. 16〔歳6=以4上+人5〕口 26,521 祁，58926,639 26, 716 雑，765 68 50 77 49 241 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica. 
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逆に建設業では，就業機会喪失のテンボは〔前年の8万8000人から3万4000人へ〕著しく
鈍化した。もっとも，雇用全体について指摘したのと同じような理由で，その変化率は外
見上，大きな低下〔1980年の一6.8%に対して1981年は一7.6彩〕を示している。だが，公
共事業の契約の増加と公営住宅建設の増大から誘発された，建設部門における情勢の変化
によって， 1981年下半期に建設雇用は絶対的に上昇すらしたのである。サービス雇用は．
1980年にはどの四半期をみてもマイナスの変化を記録したが， 81年には4万人〔0.296〕
増加しており，このことと，サービス部門の付加価値の伸びとは無関係ではない。
雇用の時間的経緯は，前に述べたように，スペイン経済の総就業者数の低下が鈍ったこ
とを示している。工業以外のすべての部門で就業者数が増えた夏の数ヵ月間を除くと，雇
用低下は，①オリジナルの数値にしたがえば，どの四半期においても類似しており，②季
節調整済みのデータを考察ずれば，わずかに逓減した〔2-41表と 2-42表を比較せよ〕。
農業では， 1981年の農作物が不作でしかもその下半期を特徴づけた旱魃が生じたにもかか
わらず， その年をつうじて雇用低下のテンボは弱まった。建設業では，前に指摘したよ
うに第I[四半期から状況はかなりよくなった。サービス業では夏の数力月間に，就業者数
の急増が記録され，それによってその年のサービス部門の雇用増の90彩が説明される。最
後に工業では，同年後半に雇用低下のテンボは加速された。
3.1彩の雇用減は，約0.3彩のGDP増と相まって，経済全体にとって3.5彩の一人当た
り生産性の伸びをもたらしたものの， これは前年の実績〔4.5彩〕には及ばない。だが，
こうした生産性上昇率の低下は．農業に全面的に起因せしめねばならない。この農業部門
では，その年の悪い気象条件の結果，付加価値の低下は雇用の低下よりも大きかった。そ
こで，農業以外の経済諸部門では， 一人当たり生産性は1980年よりも0.8ポイント〔1980
年の3.0彩から 3.8彩へ〕上昇したのである。生産性の向上は， 工業〔4.6彩〕と建設業
〔8.2彩〕において大幅であった。 もっとも，建設部門でのこの上昇率には， 住宅建設よ
りも多くの一人当たり付加価値を含む公共事業に有利に，生産構造が変化したことがおお
いに関係している。最後にサービス業では，生産性の向上はわずか〔2.0彩〕であった。
この4年間全体における生産性の伸びは，危機以前の数年間に記録されたものを下回っ
ているとはいえ，こうした伸びは回復して，かつてのそれに近づきつつあることが観察さ
れる (2-43表〕。実際，経済全体をみると1978年~81年期の生産性の上昇率は， 1971年～
74年期を下回ったものの，経済危機直後の数年間のそれにほぽ匹敵するものであった。こ
の原因は，生産性の上昇率を低下させてきた農業の動向に求められる。というのも，非農
業部門での上昇率は， 1975年~77年期の2.3彩と1975年以前の数年間の3.7形との中央値を
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超える3.2%に位置しているからである。 とくに建設業とサービス業では，危機以前の数
年間と絶対的にほぼ同じ上昇率がすでに見られ，また，工業での上昇率も1976年から著し
く加速している。①より効率的なタイプの資本設備の周りに生産活動が徐々に集中してい
る一しかもそれに伴って，雇用削減と工場や企業の閉鎖が生じてきた一ーことと，R生
産能力を更新したり拡充する際に資本（集約度）が高められたことが，そうした生産性の
向上プロセスとある程度関連する要因として出現しているのである。その限りにおいて，
このプロセスは，自律的な技術進歩の成果というよりもむしろ，①コスト圧力やその結果
としての収益性の低下と，③労働の相対コストの上昇に，企業家が対処しようとした結果
なのである。
経済危機が始まってから1980年まで，雇用の低下は必ずしもすべて失業に結びついた訳
ではなかった。その理由は，労働力率（労働力人口／生産年齢人口）もまた，一部は就学
率の上昇—これは労働市場への若年層の参入を遅らせた一ーに関連する歴史的な原因に
よって，また一部はその時どきの原因ー一雇用（機会）を見出すのが難しい場合も，その
ために就学率は上昇して，労働力人口（労働市場）への若年層の参入は延期される（など）
—によって，低下しつつあったからである。このようにして， 16歳以上の人口は197朗芍~
ら1980年の間に100万人以上も増えたのに，労働力人口は8万5000人も減ったのである。こ
うした現象の結果，失業は必ずしもつねに雇用水準の低下と並行して増えはしなかった。
2-43表生産性の推移〔a〕
変化率
年平均変化率 年間変化率
1971~74 , 1975~77 , 1978~81 1979 I 1980 I 1981 
全体 5.5 3.8 3.9 2.5 4.5 3.5 
農業部門 9.5 7.4 5.5 2. 1 16. 8 -5.5 
非農業部門 3. 1 2.3 3.2 2.7 3.0 3.8 
工業 6.3 1. 7 4.3 4.6 4.3 4.6 
建設業 3.2 -2.7 2.6 3.2 0.3 8.2 
サービス業 1.8 3.7 2.0 1.0 2.1 2.0 
出所〕 1978年までの雇用データは，経済省「スペインの人口と生産活動： 1964年~78
年」に，また1979年以降のデータは， INEによる16歳以上の「労働力人口調査」
に対応している。
a〕就業者一人当たり GDPとして定義。
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だが， 1981年に，これらの現象に傾向の変化が見られ，この数年来では初めて労働力人口
が5万9000人増え，失業は雇用の低下〔28万8000人）以上に36万8000人も増えたのである。
生産年齢人口の経済活動への参加にかんする動向のこうした変化〔2-44表）は， 25~
54歳の年齢層の労働力率が低下しなくなって安定した反面， 20~24歳の年齢層のとくに男
性のそれがかなり上昇したことに起因している。危機当初の数年間， 16~19歳の若年層の
労働市場への参入を遅らせた就学率の向上によって， 20~24歳のグループの教育水準と，
したがってまた労働（生産）活動への参加傾向は大きく引き上げられた。かくて，若年層
では就学率の上昇が，また高年層では退職の増大が依然として続いたために，両極端の年
齢層の労働力率は低下し続けたものの，その中間の年齢層のそれが回復したので，経済全
体の労働力率の低下は鈍化した（前年の0.8彩（ボイント）減に対して1981年には0.2彩減
になった〕。将来，こうした現象は，平均労働力率の回復さえ誘発するであろう。
これまでの説明に関連して言うと， 1981年に雇用の（マイナス）涌成長の鈍化に並行して
失業は鈍化しなかった。なぜなら，この数年らい新規求職中の失業者に見られた増加傾向
が加速したからである〔1979年の9万7000人， 1980年の13万6000人に対して， 1981年には
17万2000人増えた］。 この新規求職グループについて， それの失業増への寄与度は1980年
2-44表労働力率と失業率の推移〔a)
労働力率
1978 I 1979 11980 11981 
全体 49.6 49.3 48.5 48.3 
男性 73. 7 73. 1 11.1 71. 4 
16歳~19歳 . 54.7 52.5 50.5 
20歳~24歳 62.6 63.4 62.7 64.7 
25歳~54歳 95.4 95.4 94.7 94.7 
55歳以上 45.9 44.8 43.5 42.7 
女性 27.5 27.4 27. 1 26.9 
16歳~19歳 . 42.7 39.7 38.4 
20歳~24歳 55.2 56.0 55.9 56.2 
25歳~54歳 29.4 30.4 30.6 30.7 
55歳以上 12.9 1. 7 1. 3 10.3 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica. 
aJ各年の第W四半期にかんする数値。
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失 業 率
Q/ 
/0 
1978 I 1979 11980 11981 
7. 7 9.6 12. 6 15.4 
7.2 9.0 11.9 14.3 
． 27.6 36.9 44.2 
16.3 19.5 26.4 30.6 
5.1 6.4 8.3 10.0 
3.7 4.6 5.6 7.0 
9.0 10.8 14.3 18.1 
． 30.0 41.5 48.4 
16.2 19.8 27.3 32.5 
3.9 5.3 6.4 8.9 
0.7 1.1 2.0 2.6 
スペイン経済： 1981年（下）一ーースペイン銀行「年次報告」よりー（楠） 1203 
の35%から81年には47彩になり，それはまた16~24歳の全人口の25.3%にのぼった。逆に
雇用経験のある失業者は， 1980年にその年の失業増の65.%を占めていたが， 81年には53彩
になり，その伸びも，就業者数に生じた事態に対応して〔前年の24万9000人増から81年に
は19万6000人増へ〕鈍化した。これらすべての要因によって，失業者は1981年に36万8000
人増え，また失業率は3.8ボイント上昇して，労働力人口の15.4彩に達した。
前に触れた20~24歳グループの労働力率の回復は，この年齢層に含まれる失業者のウエ
ートを高めている〔1979年に総失業者の24.9彩， 1980年に26.9彩，そして1981年には27.6
形になった〕。そしてここから，新規求職中の失業者の上述の伸びがあらかた説明される。
このグループの失業率は著しく高まり， 男性のそれは〔1980年末の26.4彩から〕 30.6% 
ヘ，また女性のそれは〔1980年（末）の27.3彩から〕 32.5%になった。 16~19歳の若年層
についても失業率は高まった〔男性の場合， 3~.9彩から44.2%へ。女性の場合， 41.5彩か
ら48.4彩へ〕けれども• 総失業者に占めるそのウエートは，みずからの（失業の）伸びが
低下したというよりむしろ他の年齢グループの伸びが加速したために，徐々に下がってき
た〔1980年の28.6彩に対して1981年は27.5彩〕。 25~54歳の年齢層〔総失業者の38.8彩を
占める〕の失業率は，男性の場合8.3%から10.0彩に， また女性の場合は6.4%から8.9彩
に高まった。 55歳以上の高年層は総失業者の6.2%に相当するが， この数値は前年のそれ
とほぼ同じであり，またこのグループの失業率は〔男性については5.6彩から7.1彩へ，女
性は2.0%から2.6彩へ〕わずかに高まった。性別にみると総失業者の6796が男性で， 33.%
は女性であるが，これらの比率は80年とほとんど同じで，また失業率は男性のそれ〔11.9
形から14.3%へ〕よりも女性のほう〔14.3彩から18.1彩へ〕が急速に高まった。
部門別にみると， 1981年に工業は，雇用経験のある失業者の全増加の47彩を占めてお
り，そこでの失業率は， 1980年末の8.3彩から1981年第1V四半期には1.3彩になった〔2
-19図〕。・建設業での失業率は，同時期に24.6彩から 27.1彩に高まったが， しかしこの部
門では夏 (6月~8月）頃から状況が好転したので，それ以降失業率は下がっている。サ
ービス業での失業のほうは，この部門での雇用がその年に4万人増えたにもかかわらず，
7万3000人増えた〔これは，雇用経験のある失業者の増加全体の37彩に相当する〕。そこ
での失業率は， 1980年末の6.2%から1981年第1V四半期には7.4彩になった。最後に，農業
における失業水準は維持されたが， その失業率は， 同部門の就業水準が低下した結果，
〔5. 0彩から5.4%へ〕高まった。
1981年に，雇用（斡旋）事務所への登録にかんする失業者たちの姿勢に変化が生じた。
実際，この数年来，登録された失業〔ここには，雇用（斡旋）事務所に登録されたすべて
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2-19図失業率
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a〕当該部門の失業者数／労働力人口
b〕新規求職者数/16歳~24歳の労働力人口
c〕総失業者数／全労働力人口
の失業者が集約されている〕の伸びは，労働力調査EPAによる失業〔ここには，積極的
に求職活動をしている人々すべての集団が；同調査をつじて集約されている〕の伸びを下
回っていた〔2-20図〕。 しかし1981年に，こうしたヒラキは縮まった〔1980年に，登録
された失業の増加は， EPAによる失業増よりも10万人少なかったが， 1981年にこの差は
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4万人になった）。 とくに1981年第W四半期から，登録された失業の増加数はEPAによ
るそれを大幅に上回るようになった。こうした現象は，登録の増加を剌激したいくつかの
行政的な事象を，登録された失業が反映しはじめたことに起因している。たとえば，①国
民雇用協会 INEMが失業給付（事務）を受け持つようになったために登録が増えた。③国
民雇用協定ANEで創設された保健管理にかかわる補助的給付も同じ方向に作用した。
また⑧ 〔一般以外の）特別雇用契約は，雇用（斡旋）事務所への登録を義務づけている。
こうして，この指標は失業の増加（そのもの）よりも，失業者集団のある重要な特徴一....,..
たとえば雇用（斡旋）事務所への登録一ーの推移をよく反映するようになった。
2-20図 労働力調査による失業と登録された失業
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出所〕 INEとInstituteNacional de Empleo. 
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スペイン経済の失業者が 1981年末に 200万人に近づいているという事実はわれわれに，
失業をそんなに高い水準に押し上げた諸要因の検討を迫っている。 1978年までは，経済省
の均質化された時系列〔『スペインにおける人口， 生産活動，•および就業者数。 1964年～
68年の時系列の再構築』〕を用い， また197吟迂1980年についてはEPAの一ーいずれも
14歳以上人口の一ーデータを用いて， 1970年代における失業の形成を分析することができ
る。 2-21図と 2-45表には，この数年らい失業者数を増やすうえで人口と雇用のダイナ
ミズムが果した役割が総括的に示されている。
1970年代に失業を増加させた人口動態の諸側面は多様である。第一に， 1970年代の当初
から生産年齢人口の伸びは一ー1970年の年間13万1000人増から1979年には33万7000人増ヘ
—加速した。もっとも， 1979年から年間増加数は低下しはじめた。とくに1974年以降，
潜在的な労働力人口の年間の伸びは， 1976年~78年期には 1~1.3彩を， また1979年~BO
年期には 1.2彩を優に超えたが，今後5年間〔1981年~85年〕の年平均増加率は 1.1彩に
なるものと予想される。若年層が大量に労働市場へ参入するようになり，かくて人口要因
は，量的に非常に大きな失業を形成したのである。 1970年代に生じた移民の帰郷は，かな
りの失業増をもたらした第二の要因であった。その影響は，経済危機の当初は顕著であっ
たが，その後この要因の重要性はしだいに弱まった。指摘すべき第三の要因は，農業部門
で1960年代の初めから資本（蓄積）化のプロセスが進行してきた結果，この農業の側で解
放された大量の人手に他ならない。 1964年から1978年の間に農業労働人口は， 3.6彩の累
積（複利）年率で一つまり， その期間中にほぼ200万人も一一減少した。これらの人々
の多くは，ーーかつて都会への移住が行われた結果，農村では老齢化のプロセスが生じて
いたので一非農業部門にたいする労働供給には結びつかなかったけれども，農業におけ
る生産性の急上昇は，この部門が直面している需要に活力が欠けているために，失業を生
じさせたひとつの重要な要因となったのである。
これらの3要因は，労働力率が低下傾向を示した一ーこの傾向が，その当時の経済ブー
ムに誘発されて雇用にたいする需要が増大したために中断されたのは， 1971年から1973年
の間だけである一が故に，労働供給に必ずしもすべて反映された訳ではない。①学校教
育の普及プロセスが加速し，また②退職年齢が繰り上げられ―これらは，経済危機のゆ
えに強められたとはいえ，歴史的傾向の産物なのである一ー，そして③逓増してきた女性
の労働市場への参加がついに停止したことから，労働力率は1973年から5ボイント以上も
低下したのである。かくして，雇用の低下は必ずしも失業に結びつかなくなり，そして人
口要因による圧力の大半は，非労働力人口の増加のほうに向かうようになった。
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2-21図人口，雇用，失業
％ 
2 15~64歳人口の年間・増加率；三ニ
???＿?
?????
-2 
-3 
L労働力率〔a〕
I 
16 ％ 
14 
12 
14 
10 
12 
8 
6 
8 
4 
2 2 
゜ ゜1釘071 72 73・74 75 76 77 78 79 80 81 り 197呼までは，経済省「スペインにおける歴史的シリーズ〔196吟←、78年〕の再構
築，労働力人口および就業者」のなかの14歳以上の手直しされたシリーズに，また
1979年以降のデータは， 16歳以上にかんする労働力調査EPAに対応している。
b〕面8年までは， EPAによる14歳以上の失業者数／就業者数プラス失業者数に対応
している。 1979年以降は， EPAによる16歳以上の失業率である。
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就業機会数の変動によって， 1970年代の前半には失業の増加が阻止されたけれども，後
半にはむしろその増加が促進された。 1970年から1974年にかけて農業は，年々15万人余り
も就業水準を低下させたが，そうした低下は，年々28万5000人の割合で雇用（賃金）労働
者を吸収していた経済の他の諸部門に同化された。この時期の労働力人口の増加〔年々20
万8000人〕によって，人口要因に大部分が起因するわずかな失業増〔年々 6万4000人）が
生じたのである。というのも，第二次と第三次産業で，農業から解放された人手だけでな
＜労働力人口増の大部分も吸収されたからである。
1975年から77年まで，就業機会の年々の喪失は15万4000にのぽった。農業就業者の減少
は強まり，また工業とサービス業による雇用創出は，経済危機が生じて労働コストと生産
要素相対価格が推移した結果，非常に限られていた。それにもかかわらず，雇用者（賃金
労働者）の非農業部門における就労数は，年に8万4000も増えた反面，非雇用者（自営業
主など）の数は3万6000減っていった。労働力人口は，労働力率が年に 0.8ボイントの割
で低下したために減少したが，それでもなお失業は年々14万5000人も増えたのである。
就業者数
農業
非農業
非雇用者
雇用者
失業者数
労働力人口
2-45表労働力人ロ・雇用および失業の推移〔a〕
一年平均の増減ー一
単位：千人
1 1910-1974 1 1975~1977 1 191s-19so 
144 -154 -366 
-150 -201 -138 
294 48 -229 ， -36 11 
285 84 -240 
64 145 291 
208 -9 -12 
15歳~64歳人口〔b] 188 219 300 
り 1977年までのデータは；経済省「スペインにおける労働力人口と就業者」によ
る。 1978年以降のデータは「労働力調査」に対応している。すべての期間につい
て（対象は） 14歳以上の人びとである。
b〕15歳～“歳人口の変動比上記の経済省のものによる。このデ一夕は＂全考まで
に」載せられている。というのも，労働力人口は14歳以上について記録されてい
るために， （算出したい）非労働力人口を (15歳~64歳人口と労働力人口の）差
から得ることはできないからである。
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1978年から雇用の低下は加速したが，その際の特徴は，雇用（賃金労働）者層への反響
が（非雇用者へのそれより）ずっと大きかった点にある。 1979年から80年にかけて，就業
機会の喪失は各年の就業人口のほぽ3彩に相当する数〔年々36万6000〕にのぼった。農業
人口の低下は弱まったが，そのかわり経済のその他の諸部門における雇用者の就業数に根
本的な方向転換が生じて，年平均24万人も減少したのである。失業増〔年に29万1000人〕
は，雇用減よりましであった。労働力率が年々0.65ポイントの割で低下したために，労働
カ人口の減少〔7万2000人〕があらたに記録されたからである。
要するに， )975年から1980年までの6年間に，雇用総数は150万人以上も低下したが，
これは74年末の就業者数の12彩に相当する。農業就業者数は34%〔101万7000人）減り，
またその他の部門では5.5彩〔54万3000人， そのうち雇用者は46万8000人〕減少した。す
でに見たように，こうした傾向は1981年にも続いたが，しかし，雇用の低下のうえに，失
業を増やす第二の要因としての労働力人口の増加が重なるようになった。将来は，かつて
の就学率の上昇と女性の労働市場への参加によって， ①労働力率の低下に歯止めが掛か
り，その結果②失業の増加は就業者数の低下よりも大幅になり，そして⑧雇用の増大は，
実現されたとしても，それが失業を削減する効果は弱められる，と予想される。
2. 4. 2 労働市場と雇用政策
1981年に一連の法的措置が実行に移されたが，これらの措置のねらいは， 1980年の行動
方針〔『年次報告」 1980年版の原書， 101~103ページ参照〕を拡大しつつ， 労働市場が機
能するうえでより適切かつ伸縮的な枠組みを創設し，また労働コスト増の緩和に寄与する
ことにあった。
そのために採られた手段は，一般に①企業にとっての労働コスト〔賃金プラス社会保障
費〕と③生産活動状況の変更を前にしてなされた労働人員調整コストの削減をつうじて，
労働需要全体を剌激しようとした。しかしながら，現在の失業の規模と，継続期間，そし
てその構造にかんする特徴を考慮して，当局は一連の特別措置を採用した。これらの措置
は，一方で労働力人口のあるいくつかのグループの雇用を財政的誘因をつうじて剌激し，
他方で特定の失業者集団の窮状を和らげるために社会保障給付を拡大しようとした。
6月に，合意のうえで労働市場を規制しようとして， スペイン経団連 CEOE, 労働組
合そして政府の間で「国民雇用協定」 ANEが調印された。これを背兼にして，①民間部
門の契約による賃上げを制限する上昇幅が設定され，また公共部門の俸給増にも上限が画
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された。③社会保障による年金の増額に制限が設けられた。③企業の労働コストに占める
社会保障費のウエートを下げるための諸措置が取り決められた。④財政的誘因を介する雇
用促進措置が押し進められたが．それらのいくつかはすでに「労働者憲章」 (198倍!=-)で
熟考されて，規定としての明文化が懸案になっていたものである。⑥超過勤務時間の雇用
（時間外労働）にたいする罰則が強化された。⑥早期退職への剌激が高められた。そして
⑦失業にたいする保護システムが修正されたのである。賃上げの緩和の代償として政府
は， 1981年中頃に達成されていた雇用水準に1982年末には復帰することを約束した。最後
に，社会保障制度を改善し合理化するために．その制度改革の検討に着手する点で合意が
見られた。
他方,1981年にもひき続きある特定の諸生産部門にたいする人員調整を，一般的な形で
行うだけでなく産業再編計画の承認をつうじても行うように，便宜がはかられた。
ANEに関連する諸措置のなかで，新しい雇用促進計画—その一部は，扶養家族持ち
もしくは失業給付ぎれの失業者向けで．また一部は若年労働者の教育・訓練に向けられて
いた一ーは_7月に実施されることになった。こうした計画は．当時まで失業手当受給者に
たいして効力を有した計画や若年雇用計画にとって代わったが，そのねらいは，企業の社
会保障費負担額のうち， 消滅した諸計画のもとでの負担額を超える部分の助成をつうじ
て，労働需要を剌激する点にあった。また7月には．労働者憲章ですでに予見されていた
ものの，該当する規定がまだ明文化されていなかった短期契約とパートタイム契約の規定
が整えられた。 8月に，退職者に代わって若年労働者もしくは失業手当受給者を雇うとい
う条件で,64歳での繰上げ（早期）退職を容認する法令が認められた。失業労働者の地方
公共団体による雇用計画と 「共同雇用」（注）関連計画は継続されたけれども， 農業固定
（専業）労働者はこの共同雇用計画を受け入れなくなった。というのも 7月から，かれら
に失業給付を受ける権利が付与されたからである。
一般的な早期退職が容易になった一一そのため若年労働者による代替が剌激された一―•
こととは別に，当局は産業再編諸部門の労働者により有利な制度を設け，国はその（退職
の）早期化によって高まったコストの大半を引き受けた。
国民雇用協定が成立した結果として，扶養家族を持つ者にたいする補完的失業手当が創
設され，失業手当の給付がきれた失業者にたいする医療・医薬扶助が拡大され，また，失
業中の労働者の緊急で例外的な困窮事態に対処するために， 150億ペセタの「失業特別基
注）この「共同雇用」については，本誌39巻3号， 156ページの脚注をみよ（訳者）。
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金」が設立された。
いくづかの雇用促進計画は，それの適用にあたっていろいろな障害や制約に出くわし，・
その有効性を減じられた。ある場合には，補足的な側面の調整—―一たとえばパートタイム
契約における社会保障負担額の算定—に手間取ったり，教育・訓練（を伴う雇用）．契約
の適用にかんする合意書に調印するのをスペイン経団連が遅らせた一1982年3月現在，
まだ調印されていない一ーことから，その計画の適用は立ち遅れている。また，ある場合
には，該当する調整に制約的な条項が含まれているために，その適用範囲は大きく制限さ
れ，そして当初の狙いであった伸縮性と機動性が過度に損なわれることも珍しくない。
それらの障害や制約にもかかわらず，雇用促進計画の適用と早期退職への依存をつうじ
て， 1981年における労働市場の展開に著しい影響が及ぼされた。かくて， 退職， 自発的
〔動機のある〕休職や休暇，そして解雇の激しいプロセスが記録し続けられ，企業はそう
したプロセスを容易にするために補償金や補完的な年金を支払う際に，調整コストの大き
な部分を引き受けたのである。また賃金コストを一時的に軽減するために，雇用調整手段
が大いに援用された。そして雇用促進計画の枠内では，生産性を向上させるために労働者
の異動と代替が強化された。これらすべての目的は，資本による労働代替を長期的に促進
することになる高い調整コストがもたらされないよう，①雇用（労働者）をより適切に利
用し，R変化する労働市場の状況に適応をはかる点にあった。
1981年に解雇数と動機のある（自発的）休職数は， 1980年よりもわずかに加速した。同
年に「調停・仲裁•和解協会」に訴えた労働者は， 1980年の31万7000人に対して33万3000
人であった。雇用調整措置を介する解雇は，逆にわずかに減少した〔1980年の6万に対し
て1981年は5万7000)。必要なすべての情報が手元にある訳ではないが，早期退職者は1981
年に一層激しく増加した。全体として労働市場からの退出者は，前年をわずかに上回る水
準に達し，約42万人が人員調整プロセスの影響を受けたに違いない。そして，完全な情報
は存在しないけれども，（民間）企業と公共部門にとって調整コストは， 1980年の125暉〖
に対して81年には165暉ヤ屯夕にのぽったと推定されている。
雇用削減のこうしたプロセスに並行して，雇用調整措置の枠内で労働時間の短縮や労働
活動の一時的中断といった方策によって人員の一時的調整がはかられ，労働者は部分的失
業状態に移行したのである。労働時間短縮の影響をこうむった労働者は，前年の17万1000
人から1981年には17万9000人になり，労働活動の一時的中断の影響をうけた者は， 1980年
の25万6000人に対して1981年は24万1000人になった。全体として一時的調整は， 1981年に
42万人の労働者に影響を与えたのである〔前年は42万7000人）。
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雇用促進諸計画の枠内で， 1980年の54万9000に対して1981年には48万7000の雇用契約が
結ばれた。 1981年にそれが減った原因の一部は，これらの計画が1981年7月に変更された
点に求められる。この7月までに36万4000人が契約を結んだ（前年同期には30万2000人）
のに対して，新しい計画のもとで8月から12月にかけて契約したのは10万7000人にすぎな
かった。そのうち 6万7000人は短期（雇用）契約の， また2万4000人は偽装雇用 traba-
jadores desempleadosの範疇にあった。パートタイムと教育・訓練期間中（見習い）の
雇用契約者は，それぞれたった7000人ほどであったが，こんなに少ないのは前述の理由に
よって説明できる〔1〕。地方公共団体による現存の雇用計画のもとで， 1万4000人が1981
年に契約を結んだ〔前年は2万8000人）。
新しい諸雇用計画の適用のテンボは，前述の諸々の遅れのゆえに確かに緩慢であった。
だが，創設された規制のいくつかもその適用にプレーキを掛けているので，適用への誘因
を高める必要がおそらく存在する点も考慮されねばならない。
1981年に採用された雇用計画に伴うコストは，報奨金が支払われたのと同時に（一人当・
たり）社会保障費が低下した結果， 42暉ぽペセタであった。 19804'と同様， 報奨金の額は
18嘩ペセタにのぽり，しかもそれでカバーされる人々が多くなったので，このことから，
81年に上記のコストが加速したのは，新しい雇用計画の〔報奨金による〕コスト増に起因
していたことが示唆される。こうしたコストのほかに， 1981年に農業「共同雇用」の日当
の支払いに充てられた200fl意ペセタを計上しなければならない〔1980年は138億ペセタであ
った〕。
全体として，上で触れた諸制約にもかかわらず1981年に，労働市場にとってより伸縮的
な枠組みが一一生産活動の変化する状況に，より適合した雇用（労働力）の利用が可能に
なるよう調整コストを低下させつつ—―—求め続けられたが，このことは，①解雇や退職の
増加と，R現存の就業機会を活用する際に多くの異動をもたらした。労働コストの上昇に
見られた抑制は著しく，また実質賃金の動向に導入された伸縮性の増大は，雇用と経済活
動の推移を好転させるに違いない，たいへん重要な労働市場の変化を意味している。現在
の世界経済情勢のもとでこうした影響が現れてくる際の遅れと深刻な失業状況は，よりひ
どい影響をこうむっているグループに特別に向けられた一連の措置を要請している。
口 1980年に若年雇用促進計画のもとで大量の契約を結んだ若年労働者は，スペイン経団
連との合意書—これは，教育・訓練のための新しい雇用計画を1982年 3 月まで有効
にすることになっている一—ーが調印されなかったために， 1981年にはほとんど契約で
きなかった点を考慮しなければならない。
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2.5 1981年における公共部門
政府部門の歳入・歳出（財政）政策の特質を，一般的な経済状況のコンテキストを離れ
て分析することは不可能である。インフレと停滞（スタグフレーション）の特徴を帯びた
この経済状況は，名目公共支出の伸び率を高めて，財政収入のほぼ自動的な増加率にプレ
ーキを掛ける傾向を有している。他方，需要と経済活動の衰退を公共投資の増加をつうじ
て然るべく緩和しようとすると，もし経常収支の推移に変わりがなければ，公共赤字の増
大がもたらされることになるが，それのこの数年来の激増は，通貨管理面で問題を生じさ
せ， また民間部門の融資条件にも影響を与えている。このように公共収支（財政）政策
は，相矛盾する圧力にさらされているのである。こうした圧力は，スペイン経済の現状か
らみて不可避的な諸要因を含んでいるとはいえ，いろいろな費目の効率性や経済調整プロ
セスヘの影響の仕方について考察をめぐらす折に，財政収入の側面から再検討を加えつつ
支出の伸びを抑える努力を展開するうえで一本章の概要で指摘したように一一妨げにな
ってはいけないであろう。
政府部門の非金融総支出は， 1980年から1981年にかけてかなり鈍化し，その対前年比の
伸び率は1980年の23.2彩から1981年には 19.4彩に下がった〔2-46表をみよ〕。こうした
鈍化ー一それは，公共支出のGDP比がこの両年の間に32.9彩から34.6彩へ上昇するのを
妨げはしなかった—に伴って，経常支出と資本支出の配分は後者にかなり有利になった
のである。 1981年に経常支出の伸びは16.8形であったが，資本支出は41.4彩も増えた点を
指摘するだけで十分であろう。この資本支出のうち，紛れもなく投資を代表する支出ー一
政府部門自体の総資本形成ーーは，資本移転支払の37.8%増に対して， 44.2彩も増加した
点を特筆しておこう。かくて，民間部門の需要衰退にテコ入れする役割を公共支出に負わ
せることが適切であり， （同時に）公共赤字の無節操な拡大を阻止する必要がある，とい
った（矛盾した）状況下で公共部門の投資努力がなされていることが明らかになる。他
方，経常支出について，その鈍化は公共消費にも移転支払にも影響したが， しかし前者へ
の影響のほうが大きくて，公共消費は15.5彩増にとどまったのに対して移転支払は17.7%
増であった点を特筆しておこう。予算（編成面の）努力と公共支出の再配分面で得られた
成果は，~ 公共消費の15.5彩増と公共投資の44.2彩
増という上述した伸びに分けられる〔ちなみに198吟三のこれらの伸びは，それぞれ21.3彩
と23.7彩であった〕点に注目すれば一ーかなりはっきりと明らかになる。他方， GDPに
占める公共最終需要の比率は， 1980年の13.4彩から1981年に14.2彩に上昇したことと，公
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共消費の実質増は 2~るで公共投資の実質増は24彩であったことから，経済活動の調整装置
としての公共需要の影響力と，それがどのような経路をつうじて表現されるのか，が示唆
されている。ただし，政府部門の最終需要は，経済の総需要にたいするこの部門の影響を
余すところなく示すものではない点を想起しなければならない。というのもその所得再分
配機能は，従前と同じように1981年にも，民間消費を剌激したり，その鈍化を和らげる役
割を演じたからである。
1981年に公共収入（歳入）面でも，その伸びの鈍化とならんで税源の大幅なシフトが記
録されたが，これらの事実は，財政政策の方向（転換）と徴税にたいする経済危機の影響
が組合わさった結果にほかならない。実際， 1980年に政府部門の非金融収入は19.6彩増え
たのに対して1981年のその伸びは17.1彩であったが，同年のこの収入のGDP比は，前年
を1ポイント上回る31彩になった。 1981年にこのGDP比が上昇したのは，所得税・資産
税および生産税・輸入税が前年とは非常に異なる動きをした結果なのである。前者の両税
の伸び率は， 1980年の31.1彩から1981年には 10.9彩に落ちたが，逆に後者の両税の伸び
は， 1980年の19.6彩から1981年は28.7彩になった。他方，これまで長期にわたって続いて
いた社会保障費の激しい上昇傾向は1980年に断ち切られだが，そうした断絶はこの1981年
に強められたのである。そこでこの3年間，社会保障費のGDP比は， 13彩前後で安定的
に推移している。なお参考までに， 1974年のその比率は8.2彩であった。 1981年の公共収
入の伸びや，いろいろな税源からの税収の相異なる推移，そして80年に生じた事態の修正
は，すでに指摘したように，一方では意図的な財政政策措置ーーたとえば，①社会保障費
が抑制されたり， ③企業利澗と貯蓄を可能にしたり労働コストを下げるための方途とし
て，租税圧力の不可避的な上昇が間接税に振り向けられるような場合ーーに起因してお
り，また他方では景気後退が経済システムの徴税能力に及ぽしたマイナスの反響ーーその
影響は，直接税・間接税にも社会保障費にも及んでいる一に起因している。
公共支出は公共収入よりも大きく鈍化したものの，支出の伸び率が収入のそれを上回る
ことに変わりはなかった。そのため1981年の政府部門の赤字は， 80年に比べてかなり増え
たのであるが，しかしその増分は1979年から80年にかけての赤字増よりはましであった。
赤宇は1980年の4284億から1981年には6180億ペセタになり，それとともに赤字のGDP比
は1980年の2.a彩から1981年には3.6彩まで上昇した。
政府部門の活動をファイナンスする側面や，公共赤字に伴う金融面の含意については，
本「年次報告』の他の諸章で展開され分析されている。にもかかわらず，ここで次の点を
明らかにしておこう。つまり，公共赤字の大半—1981年の場合， 618暉ぽのうち4593億ペ
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2-46表政府部門の歳入と歳出〔a〕
ー一金融勘定を除<―
単位： 10億ペセタ 増加率彩 対GDP比彩
1979 1 1980 I 1981 80/79 81/80 197911980 11981 
1. 総収入 3,793.2 4,536.1 5,312.5 19.6 17.1 28.8 30.0 31.0 
1.a. 経常収入 3,714.2 4,447.8 5,207.7 19. 7 17.1 28.2 29.5 30.4 
所得税・資産税 776.1 1,029.4 1,141.2 31.1 10.9 5.9 6.8 6.7 
生産税・輸入税 830.9 983.1 1,265.2 19.6 28.7 6.3 6.5 7.4 
社会保障費 1,717.0 1,989.9 2,240.0 15.9 12.6 13.0 13.2 13.1 
その他の経常収入 390.2 445.4 561. 3 14.1 26.0 3.0 2.9 3.3 
1. b・資本課税 22.9 29.0 36.0 26.6 24.1 1. 7 0.2 0.2 
1.c. 資本移転 0.5 3.5 4.3 - 22.8 
1.d. 調整：固定資本償却 55.6 55.8 64.6 0.3 15.8 0.4 0.4 0.4 
2. 総支出 4,030.2 4,964.5 5,930.5 23.2 19. 4 30.8 32.9 34.6 
2.a. 経常支出 3,634.7 4, 43.0. 8 5,115.9 21.9 16. 8 27.6 29.3 30.2 
公共消費 1,425.8 1,729.5 1,997.6 21. 3 15.5 10.8 11.4 1. 7 
公務員の給与 1,148.2 1,393.5 1,631.5 21.4 17.1 8.7 9.2 9.5 
財・サービスの純購入 222.0 280.2 301.5 26.2 7.6 1.7 1.8 1.8 
固定資本減耗 55,6 55.8 64.6 3.6 15.8 0.4 0.4 0.4 
移転支出 2,208.9 2,701.3 3,178.3 22.3 17.7 16.8 17.9 18.6 
社会保障給付 1,715.6 2,074.1 2,498.1 20.9 20.4 13.0 13.7 14.6 
経営補助金 222.5 269.3 282.8 21.0 5.0 1. 7 1. 8 1. 6 
経常移転支払 185.1 236.7 256.3 27.9 8.3 1.4 1.6 1. 5 
その他〔協利力払〕い＋国際 85.7 121.2 141.1 41.4 16.5 0.6 0.8 0.8 
2.b・資本支出 395.5 533. 7 ?54.6 34.9 41. 4 3.0 3.5 4.4 
総固定資本形成〔b〕 233.6 298.0 429.8 28.7 44.2 1.8 2.0 2.5 
資本移転支払 161. 9 235.7 324.8 45.6 37.8 1. 2 1. 6 1. 9 
3. 赤字〔一〕／黒字〔1-2〕 -237.0 -428.4 -618.0 - 1.8 2.8 3.6 
4. 最終需要：消資費本形＋総成固定 1,659.4 2,027.5 2,421.4 22.2 19.? 12.6 13.4 14. 2 
5. 純貯蓄〔1a-2a〕 80. 1 no 31. 8 - 0.6 0.1 0.2 
出所〕 197吟屯 INE, 198吟我：1981年は Bancode Espa:i.a. 
a) Apendice Estadisticoの1-16表をみよ。
b〕土地の純獲得（購入）を含む。
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セターーが国の所為にされているという事実は，政府部門を構成している他の諸機関をフ
ァイナンスするうえで国の移転支払が有するウエートを考慮すれば，あまり重要ではなく
なる。国からこれらの機関への経常移転支払超は， 国に起因するとされる赤字を466億ぺ
セタも上回っていた点を指摘するだけで十分であろう。かくて，公共部門を形成する（各
機関の存在）理由にしたがって公共赤字の配分が決定されているのであるが，もちろん，
経済的な観点とりわけ再分配の側面からみて，政府部門内の移転支払の方向と強さはどう
でもいいという訳ではない。
2. 5.1歳入
1981年における公共収入（歳入）の伸びの鈍化とそれのGDP比の伸び悩みは，政府部
門の強制的な国庫収入だけを考慮に入れれば，もっとひどくなる。 1980年から81年にかけ
てこうした収入の伸びの鈍化は， 両年の非金融収入全体の伸びでみると 2.5ボイントの差
におさまるが，広義の（社会保障費を含む）国庫収入でみた場合4.3ボイントの差になる。
この点は， 2-46表を部分的に展開した2-47表に反映されている。この収入全体のGD
P比で1彩ボイントの上昇は， 国庫収入だけが含まれる場合は0.6ポイント（の上昇）に
なる。残差の0.4ボイントは， その他の経常収入〔利子，配当，その他の（雑）所得，口
ッテリア（国営の宝くじ）〕によって説明されるが， これらが26%も急増した点について
は，国有財産にかかわる配当と雑所得による収入が58彩も増えたことから説明される。
2-47表を参照してみると，財政収入の伸び率は， 1980年の20.4彩から1981年には16.1
彩に下がった。そのなかで一前年と同様， 1981年に一一租税収入〔19.6彩増〕は，社会
保障費〔12.6%増〕よりも大きく伸びた。もっとも，すでに指摘したように，いろいろな
収入の両年の推移は非常に対照的であり，また他方で収入の鈍化は，社会保障費の場合よ
り租税収入の場合のほうがよりはっきりしていた。さらに言えば，実効的社会保障費は，
1980年も81年も同じような率で一ーそれぞれ14彩と13.3彩で一ー増えたのに対して，擬制
的社会保障費〔公務員への社会保障による（規定上の）支払額とその（実際の）受取額と
の差額の推計値〕の伸びは，極端に違ったもの〔それぞれ38.2彩と5.8彩〕になった。
所得税と資産税の伸びは，前年までの増加率に比べると非常に強く低下し，それと同時
に，所得税・資産税が生産税・輸入税よりも急速に増えてきた，この数年来の傾向は打破
された。こうした傾向の断絶は，ーー1981年度の決算は当初の概算を大きく上回っている
とはいえー一81年の予算においても観察される。所得税・資産税のなかで，家計課税と法
人課税はほぼ同じ一一それぞれ10.8彩と 11彩の一~申びを示した。いずれの場合も，源泉
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課税〔対労働・・対資本とも〕の上向きの推移と，〶祁i)階層別割当税 cuotas diferenciales 
の下向きの数値の間に際立った違いが認められるが，これは納税義務の履行がゆるんでき
た兆候であうろ。というのも，労働所得にたいする源泉徴収率の修正をふくむ税政面の手
直しによって．そうした割当税の不都合な推移が説明されそうにないからである。
2-47表財政収入〔a〕
単位： 10億ベセタ 増加率彩 対GDP比彩
1979 1 1980 I 1981 80/79¥81/80 1979 , 1980 11981 
財政（国庫）収入〔1+2〕 3, 346 •. 9 4,031.3 4,682.4 20.4 16.1 25.4 26.7 21.3 
1. 租税 1,629.9 2,041.4 2,442.4 25.2 19.6 12.4 13.5 14.3 
所得税・資産税 776. 1 1,029.4 1,141.2 32.6 10.9 5.9 6.8 6. 7 
家計課税 496.8 666.6 738.5 34.2 10.8 3.8 4.4 4.3 
所得税 481.6 648.7 724.7 34.7 1. 7 3.7 4.3 4.2 
資産税 15.2 17.9 13.8 17.8 -22.9 0.1 0.1 0.1 
法人課税 279.3 362.8 402.7 29.9 11.0 2.1 2.4 2.3 
生産税・輸入税 830.9 983.1 1,265.2 18.3 28.7 6.3 6.5 7.4 
企業取引税 175.8 206.2 332.8 17.3 61. 4 1.3 1.4 1. 9 
消費税 321.5 376.5 477.0 17.0 26.8 2.4 2.5 2.8 
資産譲渡税 127.8 13. 7 129.8 4.6 -2.9 1.0 0.9 0.8 
輸入税 71.8 93.8 106.1 30.6 13.1 0.5 0.6 0.6 
補償関税 45.1 55.9 71.4 23.9 27.7 0.3 0.4 0.4 
各種射倖（遊興）税 27.9 38.4 55.3 37.6 44.0 0.2 0.2 0.3 
その他 61. 0 78.9 92.8 29.3 17.6 0.5 0.5 0.5 
資本課税 22.9 29.0 36.0 26.6 24.1 0.2 0.2 0.2 
相続税 17.8 19.0 22.0 6.7 15.8 0.1 0.1 0.1 
特別税 5.1 10.0 14.0 96.1 40.0 - 0.1 0.1 
2. 社会保障費 1,717.0 1,989.9 2,240.0 15.9 12.6 13.0 13.2 13.1 
実効的社会保障費 1,583.2 1,805.1 2,044.5 14.0 13.3 12.0 11.9 11.9 
社会保障 1,430.0 1,589'. 8 1, 71f4. 9 11.2 11.0 10. 9 10.5 10. 3 
企業負担額 1,145.2 1,247.4 1,383.4 8.9 10.9 8.7 8.3 8.1 
被雇用者負担額 206.0 242.9 269.5 26.1 10.9 1.5 1.6 1.6 
自営業者負担額 92.2 99.5 112.0 7.9 12.6 0.7 0.7 o . 6 
INEM: 失業保険 82.0 116. 7 157.5 42.3 34.9 0.6 0.8 0.9 
その他 71.2 98.6 122.1 38.5 23.8 0.5 。~6 0.7 
擬制〔的公社務員会保向障け費〕 133. 8 184.8 195.5 38.1 5.8 1.0 1.2 1.1 
出所〕 1979年は INE,1980年と1981年は Bancode Espana. 
り ApendiceEstadisticoの1-19表と 1-24表をみよ。
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1981年の生産税・輸入税の伸びーー1980年の18.3彩に対して28.7彩増ーーと，そのGD
P比の両年における上昇―-6.5彩から7.4%ヘー―—から，①1981年の租税圧力の高まりは
すべてこれらの間接税をつうじて作用し，③物価を上昇させる効果をもった〔この点は，
物価の推移（の分析）に充てられた前節ですでに指摘された〕ことが示唆される。
生産税と輸入税のいろいろな側面の動向は非常にまちまちであったが，それらの伸びの
差は，ある程度， 1980年と1981年に導入された法律改正によって説明される。企業取引税
ITEの61.4彩もの急増は，①1981年の「予算法」に盛られた税率の引上げとR1980年に
なされた法律修正一ーそれによって，若干の課税対象〔たとえば，建設業者もしくは販売
業者による住宅譲渡〕は， 「資産譲渡税」に代わって（修正された）この租税が課せられ
るようになった一ーに対応している。 この（資産譲渡）税の徴収額の2.9彩の低下は，そ
こから部分的に説明されるとはいえ，それのあまり好ましくない推移はまた， 1980年と19
81年になされた①税率の引下げと，R住宅譲渡にたいする課税基準の改定，ならびに⑧こ
の租税にかんする他の小さな修正，から受けたさまざまな程度の影響を反映している。
その他の間接税では，消費税の26.8%増と〔国内間接税相当分の〕補償関税 impuesto
de compensaci6n de gravamenes interioresの27.7彩増を特筆しておこう。関税（輸
入税）は非常に控えめな13.1彩の伸びを示し，他方で（ロッテリアなどの）賭事の水揚げ
に占める国の取り分（遊興税）は，ー一この2年間に倍になり，その収益はすでにある意
味をもつ額に達しておりー一44彩も増えた。
資本課税について，その伸び率は1981年に24.1彩であったが，量的にはほとんど重要で
ない点だけを指摘しておこう。
こうした租税の分析を終えるにあたって， 1981年もそうだったが，諸税源にかなりの改
編がほどこされ，同じことは諸（租税）収納機関についても生じた点を指摘しておかねば
なるまい。実際，国の税収は14.6彩増加したのに対して，地方公共団体のそれは42.9彩も
増えたのである。とくに所得税・資産税の場合，両者の違いは大きぐて，その伸びはそれ
ぞれ3.6彩と68彩であった。 1980年に地方公共団体に帰属した租税は， 国のそれの22.2%
であったが， 1981年にその比率は27.7彩に達したのである。
実効的社会保障費は，前に指摘したように， 1981年に13.3%増えた。こうした増加は，
①あらゆる「社会保障」制度全体への負担額の場合の10彩増，②失業（給付）のために国
民雇用協会 INEMへ払う分担金の場合の34.9彩増， そして⑧その他における 23.8彩増
―ここには基本的に，公務員の社会的扶助（共済）機関への負担額が含まれている一一
から構成されている。
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「社会保障」負担額の控えめな伸びは，一般社会保障制度への負担率が1981年に33.6.%
から33.1彩へ引き下げられた〔これは当該収入の 1.5%ボイントの低下に相当する〕こと
に部分的に対応している。そうした引下げは，労働要素にかかわる（広義の）租税負担を
軽減するという目標へのささやかな最初の一歩をあらわしていたが，それは82年にも引き
継がれ，負担率はさらに 1ボイント引き下げられた。だが，この2度にわたる負担率の引
下げ効果は，失業（給付）のための分担率の引上げによって相殺されてあまりがあった。
• この分担率は， 1980年中頃に2.7彩から4彩に高められ，さらに82年度には5.2彩まで引き
上げられたのである。そのうちの最初の引上げによって， 1981年に INEMへの負担額が
前年よりも急増した点が基本的に説明される。
雇用創出を剌激する一手段として，労働コストにたいする社会保障費の影響を軽減する
もくろみと，他方で INEMへの負担率を引き上げる必要性は，現在の情勢下で財政政策
が遭遇している制約や軋礫の恰好の事例を提供するものである。社会保障の負担を軽減す
ればするほど，その支出にかかる圧力のゆえに，ますます国はそれのファイナンスに巻き
込まれざるを得なくなる。かくて，国がみずから悩まされている赤字状況を自力で修正す
る可能性は危うくなっているのである。 1981年に国から「社会保障」への移転支払は2193
億ペセタにのぼったが，これは， 1980年の実績を31彩も上回り，「社会保障」収入の10.9
彩に相当している。同じ（負担の軽減という）次元でいえば逆効果をもっ，失業（給付）
のための分担額の引上げは，失業の増大に伴って給付のテンボが強制的に高まるにつれて
避けられなくなった。そこで，もし給付増がもっぱら国の移転支払によってファイナンス
されるなら，公共赤字のかなり突出した拡大が引き起こされることになろう。それにもか
かわらず， 1981年に国から INEMへの失業（給付）のための移転支払は170⑯意ペセタに
なったと推定されるが， これは前年に比べて46%増であり， INEMの収入の52彩に相当
している。そのうえ， 1981年に失業保険の勘定から赤字をなくすには，まだ1200億ペセタ
をファィナンスしなければならないのである。
社会保障負担の控えめな伸びに話をもどすと，こうした伸びは雇用の低下とも部分的に
関係がある。なぜなら，失業保険の受給者は社会保障費を形式上は負担し続けているとは
いえ，その負担基準は，保険金を受給中の失業者の場合，就業中の労働者の場合よりも低
いからである。他方，雇用低下の一部は，退職の繰上げのほうに誘導された。社会保障費
のうちで，企業の負担額と被雇用労働者の負担額は同じ10.9彩の率で増大したが，自営業
者の負担額の伸びは，この率をわずかに超える12.6彩であった。最後に，負担基準と負担
の上限は12.5彩前後引き上げられた点を指摘しておこう。
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2.5.2歳出
すでに指摘したように，政府部門は需要にたいして一一最終需要におけるその支出をつ
うじて直接的に，また課税・移転政策が家計所得の伸びに与える効果をつうじて（間接的
に）ー一拡張的な影響をおよぽした。
政府部門の最終需要 3こ出〕は19.7彩増えたが，その増加率は前年よりも鈍化している
反面，支出項目のなかでの配分に変化が生じた〔2-48表をみよ〕。すなわち， 公共消費
が際立って抑制され，投資支出は非常に激しく増加したのである。最終需要〔支出〕のう
ち，国の支出が鈍化し，それほどではないが地方公共団体の支出も抑えられたが，自治行
政機関（国立大学など）と「社会保障」の支出は拡張的であった。
公共消費は，国と社会保障の支出が抑えられ，逆に自治行政機関と地方公共団体の支出
の伸び率が高かったために， 1980年の21.3彩に対して15.5彩増加した。それに伴って公共
消費のGDP比は，わずか0.2(ボイント）上昇して11.7%になったのである。
公共消費のうち公務員の報酬は，—その伸び率は鈍化したものの一ー17彩上昇した。
公共（部門）雇用者の報酬の増大は， 1980年よりも控えめな雇用の伸びを隠蔽している。
しかも， そうした増大は，政府部門を構成する各分野ごとに非常に異なっていた。かく
て，国家公務員の報酬（総額）の伸び率は， 1980年に比べて著しく低下し，また地方公共
団体のその伸び率も一ー一部は雇用増の結果，非常に高い（水準で）上昇率が推移したけ
れども一一低下した反面， 「社会保障」関連のそれは前年より上昇し， また自治行政機関
のそれは同じ水準に維持された。国家公務員の報酬が伸び悩んだ理由は，①職員の一部が
自治州に異動させられたこと，③賃上げの妥結額が低かったこと，③雇用増がわずかであ
ったこと，そして④職階再編のシステムや（賃金）係数改定のシステムと，臨時雇いや定
時雇用者の公務員への登用システムー一これは，従前は非常に多用された一ーがあまり利
用されなかったこと，から説明される。
財・・サービスの純購入は，―-GDP比では事実上安定していたが一一①地方公共団体
におけるその強い鈍化〔ただし非常に高い名目増加率（の水準）で推移した〕と，③ 「社
会保障」におけるその絶対的な低下〔その一部は，代金を徴収する〔販売用〕サービスの
急増の成果であり，また一部は，（問題の純購入が） 1979年に人為的に抑制された後， 1980
年に高い伸びを有したこと（の反動）に起因している〕によって， 1981年にはわずかしか
伸びなかった。
公共資本支出に話題をうつすと，政府部門が直接実現した投資は，強い投資努力と大き
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2-48表政府部門の最終需要〔a)
単位： 1~ 言ペセタ 増加率彩 対GDP比彩
1979 I 1980 1 1981 80/79181/80 197911980 11981 
公共消費〔b〕 1,425.8 1,729.5 1,997.6 21. 3 15. 5 11.4 11.5 11:1 
国 879.6 1,039.4 1,172.4 18.2 12.8 7.0 6.9 6.9 
公務員の給与 702.3 846.3 953.1 20.5 12.6 5.6 5.6 5.6 
財・サービスの純購入 154.1 175.9 198.8 14.1 13.0 1.2 1.2 1.2 
中央（自治）行政機関 98.6 116. 7 141.4 18.4 21. 2 0.7 0.8 0.8 
公務員の給与 78.4 95.4 116.0 21. 7 21.6 0.6 0.6 0.7 
財・サービスの純購入 8.8 8.2 10.4 9.3 26.8 0.1 
自治州・地方公共団体 226.3 303.0 381.2 33.9 25.9 1.8 2.0 2.2 
公務員の給与 183.8 240.9 304.7 31.1 26.5 1.5 1.6 1.8 
財・サービスの純購入 27.5 43.8 55.5 59.3 26.7 0.2 0.3 0.3 
社会保障（関係機関） 221.3 270.4 302.8 22.2 12.0 1.8 1.8 1.8 
公務員の給与 183.6 210.9 257.7 14.9 22.2 1.5 1.4 1.5 
財・サービスの純購入 31.8 52.3 36.8 64.4 -29.6 0.3 0.4 0.3 
公共投資 233.6 298.0 429.0 27.8 44.2 1.9 2.0 2.5 
国 79.8 107.8 153.4 35.1 42.3 0.6 0.7 0.9 
中央（自治）行政機関 67.2 76.7 91.2 14.1 18.9 0.5 0.5 0.5 
自治州・地方公共団体 69.2 93.8 138.9 35.5 48.1 0.5 0.6 0.8 
社会保障（関係機関） 17.2 19.7 46.3 13.9 135.0 0.1 0.1 0.3 
最終需要 1,659.4 2,027.5 2,427.5 22.2 19. 7 13.2 13.4 14.2 
国 959.4 1,147.2 1,325.6 19.6 15.6 7.6 7.6 7. 7 
中央（自治）行政機関 165.8 193.4 232.6 16.6 20.3 1. 3 1. 3 1.4 
自治州・地方公共団体 295.5 396.8 520.1 34.3 31.1 2.4 2.6 3.0 
社会保障（関係機関） 238.6 290.1 349.1 21. 6 20.3 1. 9 1. 9 2.0 
参考：公共消費 1,425.8 1,129.5 1, 99?. 6 21. 3 15. 5 11.4 11.5 11.7 
公務員の給与 1,148.2 1,393.5 1,631.5 21. 4 17.1 9.1 9.2 9.5 
財・サービスの純購入 222.0 280.2 301.5 26.2 7.6 1.8 1. 9 1.8 
固定資本減耗 55.6 55.8 64.6 0.4 15.8 0.4 0.4 0.4 
出所〕 1979年は INE,.1980年と1981年は Bancode Espafia. 
り ApendiceEstadisticoの1-16表~1-22表をみよ。
b〕各機関の①公共消費と②公務員の給与プラス財・サービスの純購入の差は，固定
資本減耗に等しいが，それは上の表では明示的に示されていない。
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2-49表政府部門の経常移転支払と資本移転支払〔a〕
単位： 10{意ペセタ 増加率彩 対GDP比彩
1979 I 1980 1 1981 80/79,81/80 197911980 11981 
各種の社会保障給付 1,115.6 2,074.1 2. 498.1 20.9 20.4 12.9 13.7 14. 6 
社会保険と失業給付 1,466.6 1,754.2 2,116.9 19.6 20.7 11.1 11.6 12.4 
経済的給付 1,183.3 1,418.5 1,756.9 19.9 23.9 9.0 9.4 10.3 
年金 749.0 882.5 1,104.8 17.8 25.2 5.7 5.8 6.5 
一時的労働能力喪失 121.6 115.4 116.5 -5.1 1.0 0.9 0. 8 0.7 
暫定的労働障害 20.7 32.5 37.6 57.0 15. 7 0.2 0.2 0.2 
家計扶助 62.5 57.7 59.5 -7.7 3. 1 0.5 0.4 0.3 
その他 13.3 10.6 11.8 -20.3 11.3 0.1 0.1 0.1 
失業給付〔b〕 216.2 319.8 426.7 47.9 33.4 1.6 2.1 2.5 
現物給付〔c〕 283.3 335.7 360.0 18.5 7.2 2.1 2.2 2.1 
他の社会保険 43.0 51. 8 86.7 20.5 67. 3 0.3 0.3 0.5 
経済的給付〔d〕 28.1 31.5 59.9 12.1 90.1 0.2 0.2 0.4 
現物給付〔e〕 14.9 20.3 26.8 70.6 32.0 0.1 0.1 0.1 
他の行政（関連）給付 206.0 268. 1 294.5 30.1 9.8 1.6 1.8 1.・ 
国民基金 49.7 42.7 50.4 -14.1 18.0 0.4 0.3 0.3 
福祉年金 132.3 177.2 186.6 33.9 5.3 1.1 1. 2 1.1 
「スペイン内戦」年金 8.6 24.2 26.8 - 10.7 - 0.2 0.2 
その他 15.4 24.0 29.7 55.9 23.8 0.1 0.2 0.1 
経営補助金 222.5 269.3 282.8 21. 0 5.0 1.8 1. 8 1. 7 
公企業向け 171.4 207.8 - 21.2 - 1.4 1. 4 
国から 146.2 182.7 - 24.9 - 1.2 1.2 
地方公共団体から 25.2 25.1 - 0.2 0.2 
民間企業向け 51.1 61. 5 - 20.4 - 0.4 0.4 
各種の経常移転支払 248.0 281. 9 329.2 13. 7 16.8 2.0 1.9 1.9 
資本移転支払 161. 9 235. 7 324.8 45.6 37.8 1. 3 1.6 1.9 
公企業向け 142.3 204.4 - 43.6 - 1.1 1.4 
民間企業向け 8.9 21. 5 - 0.1 0.1 
その他 10.7 9.8 - -8.4 - 0.1 0.1 
ー参考ー
政府部門内の経常移転 238. 1 390.4 671. 7 63.6 72.0 1.9 2.6 3.9 
政府部門内の資本移転 111.9 119. 7 141. 0 7. 0 17. 8 0.9 0.8 0.8 
出所〕 1979年は INE,1980年と1981年は Bancode Espana. 
り ApendiceEstadisticoの1-22表~1-27表をみよ。
b]饂翌は〔同年を含む〕までは，失業給付は「社会保険」に対応していたが， 1980
それは INEMに対応している。
c〕 「社会的サービス」によって供与されるもの以外に，「社会保険」の公共i肖費に
含まれない保健衛生費，つまり①担当医師団への（国からの）支払分，R「土会保
険」の枠外で委嘱された機関への保健管理費の支払分，③病院外での医薬品費，
そして④ （義足などの）人工装具の経費などが含まれている。
d] 「社会保険」の
金保証基金」に
正式なメンバーではない， 公務員共済組合の経済的給付と， 「賃
よる補償金が含まれている。
e〕公務員共済組合の保健衛生（関連）給付を含んでいる。
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な実現率ー一これと，公共投資の「追跡（調査）委員会」は無関係ではないー一の結果，
1981年に高い〔44.2彩の〕増加率を示した。かくて公共投資は，最気を剌激する役割を果
たしたのであるが，これはその年に策定された経済政策の狙いでもあった。
経済の他の諸部門への資本移転支払は，公共投資による剌激を強化した〔2-49表をみ
よ〕。かくてこの移転支払は，前年に比べて伸び率が抑えられたとはいえ， 基本的には公
企業の投資増を支援するために37.8彩も増えたのである。そうした移転のかなりの部分
は，損失の穴埋めに向けられた増資のファイナンスに充てられたとはいえ，当該公企業の
実質投資をも支えた点は疑う余地がない。政府部門内部の資本移転政策は，末利用の信用
残高を有するような政府機関には移転支払をおこなわないという当局の意向に左右される
ようになったので， 1980年にこうした資本移転の伸びはわずかになったのに対して， 1981
年には，そうした信用残高が前年になくなってしまったために，資本移転は回復したので
ある。 ． 
もうひとつの大きな支出項目である経常移転支払のGDP比は，ーー経営補助金とその
他の経常移転のGDP比がわずかに低下した反面，社会保障給付のGDP比が強く上昇し
た〔2-49表をみよ〕ので一一高まった。当局は，諸給付の伸びを抑えるという目標をご
くわずかしか果たせなかった。すなわち，雇用低下に起因する支払は，その伸びを抑える
努力がはらわれたにもかかわらず際立って増えた。逆に，経営補助金の増加を抑制する際
には，ー一多数の臨時的信用（供与）にかんする諮会の手続き上の遅れが，そうしたプロ
セスを助けたとはいえーーよりよい結果が得られたのである。
社会的給付（社会保険と失業給付）は， GDPを大幅に上回る率で増加したけれども，
現物給付〔基本的に，公共消費として含まれているものを除いた，保健・衛生給付〕の伸
びを抑えるために採られた措置はある程度の成果をおさめ， それは7.2形しか増えなかっ
た。逆に，経済的給付は前年の増加率を4ボイントも超過した。この給付の主たる項目で
ある年金は，伸び率を8ボイント近くも高めたのである。妥結した年金の再評価額や最低
年金の引上げ額は， 1980年よりも下回ったにもかかわらず，それがこのように急増した理
由は，①退職のプロセスが強まった〔それは，早期退職の加速化によって部分的に説明さ
れる〕結果，年金受給者数が増え，また②新しい受給者の調整（年金）ベースが高くなっ
た結果，平均年金額が上昇した，ことから説明される。
一時的労働能力喪失による給付は，前年に講じられた措置の結果ごくわずかに増えた。
暫定的労働障害による給付は， 1980年に非常に大きく増加したのに対して，まずまずの伸
びを示した。家計扶助のそれはわずかに高まって，蒙年来の低下傾向は断ち切られた。そ
191 
1224 闊西大學 r紐清論集」第40巻第6号 (1991年3月）
の他の無償給付は， 1980年に激減した後に，控えめな伸びを示した。
失業給付は， 1980年から81年の間に3200億から 427⑯}ペセタになった。そのうち 2870
億は直接本人に支給され， 1190{iぽは受給者が関係する「社会保障」に割り当てられ，そし
て20雌筐は「共同雇用」（基金）に充てられた。第一の本人への支給分は31%増えたのに対
して，第二の割当分は37彩増加した。本人支給分のうち，完全失業者向けは267哨集〔1980
年は2060億〕に相当し，また部分失業者向けは1980年の13雌黛に対して21暉炉ペセタであっ
た。
手元のわずかな情報から，失業（給付）適用率の低下が生じたのと同時に，受給者数の
伸びは1980年よりも小さかった点が指摘できる。こうしたことになった原因はおそらく，
新しい受給者の受給期間がより短期化した反面，就職口が（これまでより）ずっと急速に
生み出されている点に求められる。受給期間の削減を定めている「雇用法」の効果は，新
規（失業）給付受給者のより高い負担基準に由来するコスト増を緩和するうえで，助けに
なっているに違いない。直接本人に支給される平均失業保険金の伸び率は，前年より明ら
かに低くなったとはいえ，依然として賃金の名目増加率よりもずっと高かった。本人支給
額は，すでに職業間の最低賃金を超えており，一人当たり平均賃金に急速に近づいている
のである。
失業給付は， 「国民雇用協定」 ANEで予見された諸措置のうち，いくつかの導入によ
る経済的効果を1981年にはまだ挙げていないが，そうした効果は1982年には十分に感じ取
られるであろう点を考慮しなければならない。
その他の政府部門の社会保障給付〔ほとんどすべては「国」からの給付〕は， 1981年に
ごく控えめな伸びを示した。（福祉）年金生活者への支給は， 1980年の34彩に対して5.3%
しか増えなかった。「スペイン内戦」にもとづく年金の伸びもまた， 前年のそれを大きく
下回った。「国民基金」 FondosNacionalesからの給付は， 1980年の減少に対して1981年
には増加した。
経営補助金の伸びは，――—臨時的諸信用の承認が，法律的あるいは行政的な理由でおく
れ，時にはある年だけに集中して供与されたこともあって一ーあまり意味のないものにな
っている。経営補助金のGDP比はどのように変動したか，を観察するほうがより有益で
ある。 2-49表から分かるように，その比率はわずかに低下している。明らかに赤字のい
くつかの輸送機関に地方公共団体が補助金を出しはじめ，また民間企業一一基本的に教育
機関—にたいする補助金が規則的に増えている点を考慮すれば，公企業にたいする国の
補助金は，抑制されている部類に属することが明らかになろう。
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最後に，各種の経常移転支出ーー政府部門間の経常移転を除くーーは，ロッテリアやキ
ニエラ（いずれも公営）のギャンブルが盛んになった結果， 1980年の14彩に対して17彩増
加した。
経常~内・対外〕移転と資本〔対内・対外〕移転を総体としてみれば， 1979年に2兆
560暉であった移転総額は， 1980年に3兆2110億，そして1981年には3兆9910億ペセタに
達し，またそのGDP比は1979年の20.4形から1981年には23.2形に高まって，公共支出全
体のなかでウェートが増していることが分かる。
要するに，公共部門は1981年も引き続きスペイン経済の総需要にたいしてかなりの剌激
を与えたのである。公共消費の伸び率はどうにか抑えることができたが， しかしこの増加
率は依然としてその年の名目GDPの成長率を超えていた。しかも経常移転は，社会保障
給付ーーなかでも年金と失業給付ーーによって基本的に剌激された，非常に高い拡張率を
維持していた。かくて，経常収入の鈍化は全経常支出の鈍化よりもいくらか小さかったに
もかかわらず，公共貯蓄はごく低い水準で推移したのである。その結果，公共投資の急増
と資本移転の高い伸び率とによって，公共赤字のあらたな由々しい増加がもたらされた。
こうした赤字の重要性と危険性は，その規模のかなりの大きさよりもむしろその急速な
増加傾向とその内容に潜んでいる。第一の規模については，通貨管理を維持する可能性
と，そして結局，インフレ抑制において得られた成果が，それによつてひどく脅かされて
いる。第二の点は，公共支出の合理性と効率性にかんして一ースペイン経済が必要として
いる調整への影響と，そして究極的には，長期的な成長と雇用創出にたいするその効果，
という点で一一重要な問題を提起している。
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1226 闊西大學「継清論集」第40巻第6号 (1991年3月）
あとがき
1988年の夏から 2年数力月「努むることの足らざるを恐れ…（己の）知らざるを憂へ」
つつ，このシリーズを出し続けてきたが，ここで一一本誌38巻5号のはしがきで予告した
うちの一部（『年次報告」 1980年版）を割愛して—―ー一応の終止符を打つことにしたい。
その間に，いろいろな人達や機関から受けたさまざまな励ましや支援にたいして，この
場をかりて謝意を表したいと思う。
まず，学生時代からの変わらぬ温かいご鞭撻を戴いた末永隆甫先生。そして，わたしが
80年代半ばにデラシネ的転向を試みて「スペイン経済」研究に手を染めようとした頃に，
忘れられない勇気づけのお言葉を賜った佐藤博先生。この両先生に感謝します。
学外では，「EC統合とスペイン産業地域の再編成」研究グループの諸先生， とりわけ
明治大学の長岡 顕先生と常葉学園大学の戸門一衛先生には，このグループに加えて下さ
ったうえに，いろいろ有益な剌激を頂戴していることに深謝します。
スペインでは，この翻訳を快諾してくださった，当時のスペイン銀行・出版局長 Juan
Jose Mateo氏と，この夏に面識を得て，その後，貴重な資料の送付などを受けている現
局長 JoseColino氏に感謝したい。
また， 1989年度と1990年度にわたる関西大学・学術研究助成基金による援助も，言うま
でもなくたいへんありがたかった。最後に， こんなに大部—原著で計590ページ，訳書
では742ページ一ーにわたる「資料紹介」の機会を気持ちよく与えてくださった本「経済
学会」に心から御礼申し上げたい。
1990.12.8. 記
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